
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

人 間

ＪＲ

11-079

マリ共和国 

学校運営委員会支援プロジェクト 

終了時評価調査報告書 

 

 

人間開発部 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2011年）  

平成 23 年 7 月 



 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

マリ共和国 

学校運営委員会支援プロジェクト 

終了時評価調査報告書 

 

 

人間開発部 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2011年）  

平成 23 年 7 月 



 

 

序     文 
 

マリ共和国では、アクセスの改善をはじめとした教育セクターの改善が緊喫の課題となってお

り、2002年に策定した「貧困削減戦略文書（PRSP）」において教育分野を優先分野の1つとし、教

育セクターを包括するプログラムとして「教育開発10カ年計画（PRODEC）」（2003～2012年）を策

定しました。地方分権化の流れが進むマリ共和国では、効果的な教育行政と学校運営を実現すべ

く教育行政の地方分権化が進められています。PRODECを推進すべく策定された2001～2004年の教

育投資計画（PISEⅠ）では、教育行政の地方分権化が質の向上及びアクセスの改善と並ぶ三本柱

の1つと位置づけられています。その一環として、2004年には全国の学校に学校運営委員会（CGS）

の設置が義務づけられました。しかし、中央と地方の連絡体制の悪さや、地方行政能力の不足等

が原因で、CGSの設置は全校の半数に達していません。2005年6月の世界銀行によるPISEⅠ評価で

も、CGS設置の遅れが指摘されています。 

今後、地方への資金配分の増大が予定されるなか、同分野に対する支援はマリ共和国の教育セ

クターにおいて重要性を増しています。このような背景から、マリ共和国からわが国に対し、「学

校運営委員会支援プロジェクト」として技術協力の要請がなされました。 

2011年4月末のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を評価・確認するとと

もに、プロジェクト終了までのプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあた

っての教訓を導くことを目的とし、2010年11月21日から12月7日まで調査団をマリ共和国に派遣し、

終了時評価調査を実施しました。本報告書は、同調査の結果を取りまとめたものであり、今後の

本プロジェクトの実施及び類似案件の形成にあたって活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力を頂いた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き

一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成23年7月 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：マリ共和国 案件名：学校運営委員会支援プロジェクト 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部基礎教育グルー

プ基礎教育第二課 

協力金額（評価時点）：2.9億円 

 

協力期間 （R/D）： 先方関係機関：教育識字国語省 

3年間（2008年5月1日～2011 日本側協力機関： 

年4月30日） 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

マリ共和国（以下、「マリ国」と記す）は、人口1,352万人（2005年推定）、1人当たり国民所得

（GNI）が380米ドル（2005年：世界銀行）という、世界最貧国の1つである。初等教育の総就学

率は66％〔2005年：国連教育科学文化機関（United Nations Educational, Scientific, and Cultural 

Organization：UNESCO）〕であり、サブサハラアフリカ地域平均の97％を大きく下回っており、

アクセスの改善をはじめとした教育セクターの改善が緊喫の課題となっている。このため、マ

リ国は、2002年に策定した「貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Paper：PRSP）」にお

いて教育分野を優先分野の1つとし、教育セクターを包括するプログラムとして「教育開発10カ

年計画（Programme Décennal de Développement de l’Education：PRODEC）」（2003～2012年）を策

定した。 

地方分権化の流れが進むマリ国では、効果的な教育行政と学校運営を実現すべく教育行政の

地方分権化が進められている。PRODECを推進すべく策定された2001～2004年の教育投資計画

〔Programme d’Investissement Sectoriel de l’Education（PISE）Ⅰ〕では、教育行政の地方分権化が

質の向上及びアクセスの改善と並ぶ三本柱の1つと位置づけられており、その一環として、2004

年には全国の学校に学校運営委員会（Comité de Gestion Scolaire：CGS）の設置が義務づけられ

た。しかし、中央と地方の連絡体制の悪さや、地方行政能力の不足等が原因で、CGSの設置は

全校の半数に達していない。2005年6月の世界銀行によるPISEⅠ評価でも、CGS設置の遅れが指

摘されている。地方分権化が政策として進められる一方、地方の行政能力、CGS運営能力の不

足に対する方策は十分とはいえず、これら現状を無視した計画の実施は更なる混乱を来すこと

が懸念される。 

地方への資金配分の増大が予定されるなか、同分野に対する支援はマリ国の教育セクターに

おいて重要性を増している。このような背景から、マリ国政府からわが国に対し、「学校運営委

員会支援プロジェクト」として技術協力の要請がなされ、国から地方自治体への教育に関する

権限・リソースの移譲支援及びモニタリングを目的として設立された教育識字国語省（Ministère 

de l’Education, de l’Alphabétisation et des Langues Nationales：MEALN、以下、「教育省」と記す）

地方分権化・分散化支援室（Cellule d’Appui à la Décentralisation/Déconcentration de l’Education：

CAD/DE）をカウンターパートとして、2008年5月より2011年4月までの3年間の予定でプロジェ

クトが実施されている。 

 



 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、マリ国（キダル州を除く）において、CGS委員、コミュン教育担当議員、

州教育アカデミー（Académie d’Enseignement：AE）、教育指導センター（Centre d’Animation 

Pédagogique：CAP）のCGS担当行政官といったCGS関係者に対し、CGSの役割に関する理解促進、

CGSの能力強化、CGSのモニタリング支援体制の確立により、CGSが機能的に働き、学校運営が

改善されることをめざしている。 

 

（1）上位目標 

地方分権による学校運営を通じてマリのすべての小学校で学校環境が改善される。 

 

（2）プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、CGSの機能化を通じて学校運営が改善される。 

 

（3）成 果 

1．CGS及びCGS関係組織の役割、権限及び責任が明確化され、関係者に理解される。 

2．学校運営に関するCGSの能力が強化される。 

3．CGSのモニタリング支援体制が開発され確立される。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側：総投入額 2.9億円 

・長期専門家派遣 2名（70M/M） ・機材供与 1,262万3,000円 

・短期専門家派遣 延べ4名（11.5M/M） ・ローカルコスト負担 1億1,107万9,000円 

・研修員受入れ  2名 ・その他 0円 

相手国側： 

・カウンターパート配置 

教育識字国語省 3名、教育アカデミー（AE）延べ7名、 

県教育指導センター 延べ9名、地方自治体（コミュン）延べ99名 

・プロジェクト拠点における日本人専門家の執務室 2部屋 

・ローカルコスト負担 プロジェクト執務室の電気水道代 

２．評価調査団の概要 

調査者 

 

 

団長・総括 

 

丹原 一広 

 

JICA人間開発部基礎教育グループ基礎教育

第二課 課長 

協力企画1 

 

甲田 小百合 

 

JICA人間開発部基礎教育グループ基礎教育

第二課 職員 

評価分析 鈴木 麻衣 株式会社オリエンタルコンサルタンツ 

教育協力 桑畑 美津子 JICAセネガル事務所 企画調査員 

協力企画2 THIAO Francoise JICAセネガル事務所 ナショナルスタッフ 

調査期間 

 

2010年11月21日～12月7日 

（団長、協力企画1・2、教育協力は11月28日～12月7日）

評価種類 

 

終了時評価 

 



 

 

３．調査結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成状況 

成果1：CGS及びCGS関係組織の役割、権限及び責任が明確化され、関係者に理解される 

成果1はほぼ達成された。 

「民主選挙によるCGS設置/改選に係る研修モジュール」「参加型学校運営手法研修モジュ

ール」「持続可能なCGS指導モニタリングシステム研修モジュール」がプロジェクトによっ

て策定され、その後改善された。またマリ国の現地語（バンバラ語、ソンライ語、プル語、

ソニンケ語）に翻訳された。地元NGOによりコミュニティでの研修が実施された。本評価

時での関係者へのインタビューより、CGSの役割と責任が住民及びAE、CAP、コミュンの

関係者にも十分に理解されていることが確認された。 

 

成果2：学校運営に関するCGSの能力が強化される 

成果2はほぼ達成された。 

1・2年目の対象校456校すべての学校で無記名投票によって民主的にCGSが設置され、対

象校の90％以上のCGSで学校プロジェクトと学校活動計画が策定された。約85％のCGSが平

均3つ以上の活動計画で計画された活動を実施した。80％以上のCGSが定期的に会合と住民

集会を開催し、約85％のCGSで年間総括表と年間会計総括が策定された。 

 

成果3：CGSのモニタリング支援体制が開発され確立される 

成果3は一部達成された。 

約87％の対象地域で、CGS連合の会議が少なくとも年3回開催された。コミュンCAP連絡

協議会は、コミュン及びCAPの自主財源によって開催することになっていたが予算確保の問

題があり、最低年3回の定期的な開催は達成されていない。大半の学校プロジェクト、学校

活動計画、年間総括表の各CGSからコミュンへの提出が確認されたが、コミュンからCAP

レベルへのこれらの情報の回収や伝達システムが一貫されておらず回収状況にばらつきが

みられたため、成果3の達成は不十分な点がある。コミュンCAP連絡協議会の定期的な開催

またはその代替システムの構築が求められる。 

 

（2）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標の指標はほぼ達成しており、また、成果1と2を達成することで、1・2

年目の対象校においてプロジェクト目標はほぼ達成された。機能するCGSを持続させるため

にはモニタリング体制の確立が必要と考えられる。プロジェクト目標達成の指標にモニタ

リングに関するものが含まれていないが、成果3で述べたようにモニタリング体制の確立が

遅れている点に関し、今後の更なる改善が肝要である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

2004年に全国の学校に学校運営委員会（CGS）の設置が義務づけられ、CGSはコミュニテ



 

 

ィレベルから教育運営を改善していく団体とされたが、政府によるCGSへの支援は限定的で

あり、コミュニティでCGSが適切に設置されなかったこともあり、実際にはCGSは機能して

いなかった。プロジェクトは、民主的にCGSを設置することなどにより、コミュニティに存

在する教育問題や困難に対して、CGSが主導的にコミュニティの人々の協力と資源を用いて

取り組み解決しようとするものであった。政府の教育に関する資源に限りがあり、それぞ

れの学校に十分な支援が届かないマリ国の状況の下、コミュニティの資源を活用する戦略

は適切であり、プロジェクトはマリ国の政策とコミュニティの教育改善に対する要求に合

致していた。 

 

（2）有効性：比較的高い 

本プロジェクトの目標は1・2年目の対象校において達成された。3年目の対象校について

は、モニタリングサイクルの関係から、調査時点で一部情報が収集できていないが、同様

の目標達成が見込まれる。しかし、予算の問題で定期的に開催されなかったコミュンCAP

連絡協議会や、コミュン・CAPがCGSをモニターするのに必要な年間総括表の回収は十分で

はなく、モニタリング体制の更なる改善が必要である。一方で、CGS活動のモニタリングは

CGSメンバーによって実行され、CGSメンバーで開催される会議で活動状況の情報共有が行

われた。またCGS活動の結果は住民集会でも住民に報告された。コミュンごとに設立された

CGS連合でも定期的に会議が開催され、CGS間でそれぞれの経験や困難、対処法を共有する

機会となった。 

 

（3）効率性：比較的高い 

初年度に研修モジュールの内容や研修実施方法についてカウンターパートとの協議に時

間を要したことから現場での活動開始が数カ月遅れた。そのため、多少の遅れはあったも

のの、成果1と2についてはほぼ計画どおりに達成された。成果3のモニタリング体制の確立

は遅れている。日本人専門家はニジェールでの類似案件での従事経験を有し、そこでの経

験と知識からプロジェクト運営をスムーズにした。地元NGO活用によるコミュニティの研

修実施は費用を高めたが、2年目の研修費用は1年目のおよそ半分に抑えられた。現地語が

話せて住民研修のために十分にトレーニングされたNGOの活用は研修の効率と効果を高め

た。 

 

（4）インパクト：大きい 

民主的なCGSの効果が認められ、マリ国政府教育政策（PISEⅢ）としてプロジェクトの

CGSモデルの全国普及が目標に掲げられた。また、インタビュー等により以下のような変化

も指摘されている。コミュニティでは、以前は支援を待つという姿勢であったが、自分た

ちでも問題を解決できるという意識の変革が起こり、コミュニティでできることを話し合

い、問題をひとつずつ解決していこうという姿勢になった。児童や女子の就学率や出席率

が改善したと住民は実感している。また、CGSを通してCAPやコミュンから教育に関する政

策や情報が入ってくるようになった。CGSから提出される学校活動計画によって、コミュン

やCAPの教育担当者はコミュニティの教育ニーズと優先度を知ることができ、教育ニーズに



 

 

沿った支援がしやすくなった。地元NGOの研修実施の活用はCAPの教育担当官の競争意識

を良い意味で高め、担当官のやる気を引き出した。 

マリ全国にはおよそ9,000の小学校が存在するため、上位目標である「マリのすべての小

学校」での学校環境改善達成には、プロジェクト対象校以外でのCGS機能化の全国展開が必

要である。プロジェクト3年目にキダル州以外のすべての州で開始した1,013校への展開は、

プロジェクトの構築したCGSモデルの検証、マリ国側政策への反映の観点から、上位目標達

成に向けての足がかりになったと考えられる。他方、機能するCGSの全国普及はマリ国政府

の教育政策によって目標として掲げられたが、実施のためには世界銀行の日本社会開発基

金（Japan Social Development Fund：JSDF）などからの予算確保が必要である。また、モニ

タリング体制の確立も上位目標達成に必要である。 

 

（5）自立発展性：中程度 

1）組織面 

a）CGS及びCGS連合 

対象校のCGSは、主導的にコミュニティの資源を動員し活動を実施した。設置された

CGSの持続可能性は高い。CGS連合はマリ国での法律での裏づけがないので、今後CGS

連合を確実に存続させるため、CGS連合の法制化が求められる。 

b）コミュン 

コミュン長、教育担当者、事務局長はCGS研修に参加した。事務局長以外は5年ごとに

選挙で選出されるため、今後新しく選出されるコミュン関係者はCGS支援者としての役

割を果たすため研修を受けることが必要とされる。 

c）CAD/DE、AEとCAP 

CAD/DE、AEとCAPの担当官はプロジェクトで実施された研修に参加し、研修でCGS

の理解とCGS設置運営に係るスキルを習得している。キャパシティは強化されており、

今後の機能するCGS全国普及時にも貢献すると考えられる。 

d）コミュンCAP連絡協議会 

コミュンCAP連絡協議会は予算不足により計画されたように定期的に開催されなか

った。コミュンとCAPが一堂に会しCGSの情報を共有するのは、CGS存続のために重要

であり、今後の予算確保、もしくは代替案について検討される必要がある。 

 

2）財源面 

a）CGS 

CGS活動に透明性があり民主的である限り、住民からの資源動員は問題とはならない

であろう。住民からのCGSへの拠出金は、活動計画に応じて住民と同意のうえで、負担

可能な範囲で決定しており、CGSの財源的な持続可能性は高い。 

b）モニタリング 

CGS連合会議のコストはCGS間での合意によって決定され、積み立てられている。一

方で、コミュンCAP連絡協議会開催には政府からの財政支援か、もしくは代替モニタリ

ングシステム体制の構築が必要である。 



 

 

c）機能するCGSの全国普及 

マリ国での機能するCGSの全国普及には財政的支援が必要となっている。JSDFなど

からの確実な予算獲得が今後の実施に肝要である。 

 

3）技術面 

機能するCGSのモデルは、簡略化した方法を用いており、その意味で技術の持続性は高

い。CGS、コミュン及びCAP間の情報経路整備など、モニタリングの改善は必要である。

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

1）集会型モニタリングの実施 

CGS連合やコミュンCAP連絡協議会は、コミュニティ－コミュン－CAPのモニタリング

と情報共有の場として有益である。CGS連合会議では、お互いの経験や情報、困難を共有

することで、CGSは問題解決への手がかりを得ている。 

 

2）経験共有セミナーの開催 

プロジェクト開始時にカウンターパートのCAD/DE及びAEとCAPのCGS担当官で、既に

実施され効果が出ているニジェール「みんなの学校プロジェクト」を視察したことは、関

係者に対して機能するCGS設置に関する理解を促進し、マリ国での順調なプロジェクト立

ち上げに貢献した。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

1）地元NGOの活用 

現地の言葉を話す地元NGOによる、コミュン関係者や住民に対する分かりやすいCGS

選挙方法の説明やCGSの役割と責任に関する研修の実施は、住民への確実な啓発につなが

った。 

 

2）現地語での研修モジュール作成 

村人のなかには仏語ができなくても現地語の読み書きはできる人が多数いたため、マリ

国の現地語での研修モジュールが作成された。これは村人の民主的なCGS設置や、CGS

の役割・責任の理解促進につながるとともに、村出身ではないため現地語を十分に解さな

いCAP教育担当官が、コミュニティでアドバイスをするときにも役立った。また非識字者

にも理解できるようにモジュールはイラストが多用された。 

 

3）コミュニティの活発な参加 

NGOの研修によってCGSの役割と責任を理解し、教育の重要性を理解するようになっ

た住民は、自分たちの可能な範囲で積極的にCGS活動に参加した。インタビューにより、

選挙によって信頼を得て選ばれたCGSメンバーは責任をもって活動しており、選んだ住民

は自分たちが選んだことで積極的に活動にかかわろうとする意欲をもったことが確認さ



 

 

れた。問題や課題に対して具体的にどのように取り組めばよいか、計画を立てて実行でき

るようになり、教育の問題を自分たちで解決しようとする姿勢になったことが、学校運営

の改善に貢献している。 

 

4）CAD/DE敷地内に設置されたプロジェクト事務所 

プロジェクト事務所は主要カウンターパートのCAD/DE事務所内に設置された。密な意

思疎通を可能にし、プロジェクトの展開に効果的であった。 

 

5）教育省やドナーの現場視察 

教育省関係者に現場視察を促し、対象地域での機能するCGSの視察を実施したことで、

プロジェクトの効果への理解と政策的な支援を得るのに良い影響を与えた。 

 

6）経験のある専門家の投入 

ニジェールでの学校プロジェクトに参加して経験とノウハウを得ている専門家の投入

は、マリ国でのプロジェクト立ち上げと実施を円滑にした。 

 

7）追加の研修実施 

研修を受講した行政官の多くが定年退職などで交代となったものの、追加研修の実施に

より、その影響を最小限に抑えた。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

1）コミュンCAPの連絡体制 

コミュンCAP連絡協議会は交通費など会議開催に必要な予算がなかったこと、またCAP

のイニシアティブ不足もあって、自主的・定期的に会議が開催されなかった。またコミュ

ンレベルで回収されたCGSの情報がCAPに共有されていない、もしくはCGSがコミュンを

飛ばしてCAPにのみ連絡するなどが起こった。このように情報の提出先や連絡体制が徹底

されなかったことが原因で、CGSの年間総括表回収率が目標に達しなかった。コミュン

CAP連絡協議会の定期的な開催またはその代替システムの構築について検討する必要が

ある。 

 

３－５ 結 論 

CGSの機能化を通じて、学校運営が改善されるというプロジェクト目標はほぼ達成されてい

る。プロジェクト対象校では、機能するCGSの活動により人々が利益を感じていることが確認

された。CGSによる活動のモニタリングは実施され、コミュンごとのCGS連合会議も定期的に開

催された。新しいCGSモデルの効果はマリ国側に理解され、機能するCGSの全国普及が政策とし

て掲げられたが、全国普及のためには予算確保が必須である。また、年間活動総括表の確実な

回収など、モニタリング体制の更なる改善が必要である。 

円滑な全国展開への移行のためには、現フェーズ中に以下の提言に対応することが望ましく、



 

 

そのためには、現フェーズの半年程度の延長が必要であると考えられる。以下提言の実施に関

する活動計画を策定し、現フェーズの延長とその期間について検討することが必要である。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）短期的観点からの提言 

1）代替モニタリングシステムの試行と実証 

コミュンCAP連絡協議会は、コミュンとCAPの情報共有を図るうえで非常に重要なもの

と考えられ、多くの関係者がその重要性を指摘している。他方、現時点では、予算確保の

問題などから、計画のとおり定期的に開催されておらず、成果3の指標として書かれてい

るように、CGSのモニタリングシステムとして機能することは難しいことが分かった。し

たがって、CGSのモニタリングシステムの代替案について早急に検討、試行すべきである。

具体的には、CGSに関する報告書類（学校活動計画、年間活動総括表など）のコミュン

への提出方法及びCAPによる回収と集計方法について整理し、情報の共有を徹底するこ

と、及び、CAPのCGS担当官によるCGS連合総会への出席や直接的なCGSへの巡回など、

コミュンCAP連絡協議会以外の方法による情報収集手段を検討することが必要である。 

また、コミュンCAP連絡協議会については、コミュン－CAP間の情報共有の場として位

置づけ、継続的な開催に向けた予算確保や、より簡便な開催方法を検討することが望まし

い。 

 

2）研修マニュアル改訂、研修用視聴覚教材などの各種研修ツールの開発整備 

将来的に全国約9,000校への展開をかんがみると、対象校数の量的拡大に伴う研修や活

動の内容とその効果の質の低下を極力避けるために、メディアにおける啓発活動や視聴覚

教材などのさまざまな研修ツールを補完的に活用すべきである。2010年度実施中の1,013

校での活動経験も踏まえ、研修マニュアル及び研修実施の更なる改善を行うとともに、研

修用視聴覚教材など各種研修ツールを開発、整備する必要がある。また、マリ国内におけ

る「機能するCGSモデル」の認知度の更なる向上のため、テレビ、ラジオ、インターネッ

トやパンフレットなどを通じた広報活動の実施も望まれる。 

 

3）全国展開に向けた意思決定及び情報共有 

マリ国政府は、PISEⅢにて「機能するCGSモデル」を全国展開させるという意思を明確

に示しており、このモデルは本プロジェクトによって開発され実証された「機能するCGS

モデル」と認知されている。全国展開させることを国内の教育機関関係者に周知し、かつ、

より具体的なモデルの理解を促進するため、2011年1月にマリ国教育省が主導し「全国展

開のためのワークショップ」を実施予定である。同ワークショップの確実な実施とともに、

同ワークショップにて、全国普及すべきモデルの具体的内容、各関係者の役割の明確化、

全国普及のために必要な予算額及びCGS連合の法制化に向けた取り組みなどにつき、具体

的な議論を行い、全国展開に向けた計画を立案していくことが必要である。 

 

 



 

 

4）全国展開実施に係る予算の獲得 

機能するCGSモデルの全国展開のための活動については、教育省のイニシアティブの

下、教育省の自主財源及びドナーからの資金援助によって行うことが想定される。現時点

での試算では、全国約9,000校に対して機能するCGSに係る一連の研修及び活動を行うた

めには、約15億3,000万Fcfa（CFAフラン、約2.7億円）程度の資金が必要である。短期的

に同程度額の資金の獲得可能性が最も高いのが世界銀行のJSDF基金であり、2011年秋か

らの活動開始をめざして同資金が運用できるよう迅速かつ確実に申請手続きを進めなけ

ればならない。マリ国教育省がこれらの手続きを主体的に進めていくことを原則として、

世界銀行及びJICAも同資金獲得に向けて積極的に協働する必要がある。また、教育省は

他ドナーに対しても調整を行う必要がある。 

 

5）プロジェクト実施による学校現場におけるインパクトの確認 

本終了時評価調査にて、プロジェクトを実施した結果、就学率の向上や女子生徒の増加

など、正のインパクトが生じているとのコメントがインタビューを通じて確認できた。今

後、本プロジェクトの実施による学校現場での変化を定量的に把握することが望ましい。

 

（2）中長期的観点からの提言 

1）教育省予算の確保 

各学校に設置された機能するCGSを維持していくための予算を恒常的に確保する必要

がある。特に、行政官による最低限の連絡伝達手段及び補完的に必要となってくる新任行

政官や新設学校への研修実施、コミュンCAP連絡協議会開催に係る費用などについて、よ

り合理的な方策を検討し、予算の確保に努める必要がある。 

 

2）CGS関連法令、補足文書の見直しと整備 

CGS連合は、モニタリングシステムが機能するうえで非常に重要な組織である。他方、

現時点では、マリ国において、CGS連合の法的根拠が存在していない。CGS連合のみなら

ず、民主選挙による委員の選出も含め、現法令に明記されていない要素について、法令の

改訂あるいは補足文書の作成などを行い、全国展開までに各関係機関に周知する必要があ

る。 

特にCGS連合については、コミュンの教育委員会との関係性や整合性についての整理を

行い、CGSあるいは地域住民の自主性を確保し、活用することが望ましい。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

（1）ローカルNGOの活用 

現地の文化や習慣をよく理解しており現地語にたけているローカルNGOが研修を実施

し、ローカルNGOの知見を活用して現地語の研修教材やプロジェクトの関連書類を作成し

たことが、CGSに対する住民の理解度を高めることに貢献した。 

 



 

 

（2）カウンターパートに対する類似案件の理解度促進 

本プロジェクト開始時、カウンターパートがニジェールを訪問し、ニジェール「みんな

の学校プロジェクト」の成果や課題を理解する機会を得たことで、本プロジェクトのめざ

している目標や構想を実感させることができ、プロジェクトの円滑な実施に貢献した。 

 

（3）教育政策へのインパクト 

本プロジェクトの第2回運営指導調査時（2009年9月）に「機能するCGSモデル」をマリ国

の教育政策として採択するよう提言したことが契機となり、2010年3月に策定されたPISEⅢ

に「機能するCGSモデル」の全国普及が実際に明記されることとなった。なお、PISEⅢ策

定に先立ち、政策決定者及び政策決定に影響を与えるドナー関係者を招き、現地視察及び

ワークショップを実施したことも政策策定に有効であったと考えられる。また、カウンタ

ーパートである教育省内にプロジェクトオフィスを設置することで、教育省との円滑なコ

ミュニケーションが可能となり、マリ国教育省側の主体性が向上し、上述の教育政策の策

定にも貢献したと考えられる。 

 

 

 



 

終了時評価調査結果要約表（英文） 
I. Outline of the Project 

Country: Republic of Mali Project title: 

Issue/Sector: Basic Education Cooperation scheme: Technical Cooperation Project 

Division in charge: Human 

Development Department 

Total cost Approximately 289 million Yen 

Period of 

Cooperation 

3 years (May 1, 2008 – 

April 30, 2011) 

Partner Country’s Implementing Organization: Ministry of 

Education, Literacy and National Languages (MEALN), 

Promotion of Decentralization/Deconcentration of 

Education (CAD/DE)  

Supporting Organization in Japan: JICA  

Related Cooperation：  

1 Background of the Project 

 The population of Mali is 13.5 million (as of year 2005) and GNI per capita is 380 US dollars ( as 

of year 2005: the World Bank), which is one of the most poorest countries in the world. The Gross 

Enrollment Rate (GER) is 66% (as of year 2005: UNESCO) whereas the average GER in the 

Sub-Saharan Africa is 97%. Mali has been facing the challenges of improvement of access and 

quality of education. The Government of Mali gave education sector one of the highest priorities in 

Poverty Reduction Strategy Paper (PRSP) developed in 2002. The Government of Mali developed 

the Ten-year Education development Program (PRODEC) 1998-2008, which was extended until 

2012. The three pillars of PRODEC are improvement of access of education, quality of education 

and decentralization. In addition, it was obliged to setup School management committees (CGS) at 

each school in 2004. Yet, less than half of the schools in Mali succeeded to setup CGS due to the 

insufficient communication between central government and local government as well as lack of 

local governmental ability. Taking this background into consideration, the Government of Mali 

requested a technical cooperation which aims to improve the school management through 

community participation. 

   

2 Project Overview 

(1) Overall Goal 

School environments in all of the primary schools in Mali are improved through decentralized 

school management. 

  

(2) Project Purpose 

School managements in the project target areas are improved through functional CGS. 

 

(3) Outputs 

a: The role, authority and responsibility of CGS and CGS related organizations are understood 

among people concerned. 



 

b: The ability of CGS on school management are strengthened. 

c: The monitoring system of CGS is developed and established. 

 

(4) Inputs 

Japanese side：  

Long-term Expert: 2 experts (70.0M/M) Equipment:     12,623,000 Yen 

Short-term Expert: 4 experts (11.5M/M) Local cost:     111,079,000Yen 

Trainees received:  2 participants Others:         - 

                                           Total Cost: Approximately 289 million Yen 

 

Malian Side：  

Counterpart: CAD/DE 2 people, AE 7 people, CAP 9 people, commune 99 people 

Equipment:  - 

Land and Facilities: Project office for Japanese experts  

Local Cost: Utility costs for the project office for Japanese experts 

Others: - 

 

II. Evaluation Team 

Leader: Kazuhiro Tambara(Mr.) 

Director, Basic Education Division 2, Human Development Department, JICA 

Cooperation Planning 1: Sayuri KODA (Ms.) 

  Program Officer, Basic Education Division 2, Human Development Department, JICA 

Evaluation Analysis: Mai SUZUKI (Ms.) 

        Consultant, Oriental Consultants Co., LTD. 

Education Cooperation: Mitsuko KUWAHATA (Ms.) 

        Education Officer, JICA Senegal Office 

Cooperation Planning 2: Francoise THIAO (Ms.) 

        National Staff, JICA Senegal Office 

III. Results of Evaluation 

Achievement of Project Purpose 

The Project Purpose was mostly achieved by fulfilling the Output 1 and 2 among the target 

communities of 1st and 2nd year. CGS was elected democratically in all CGS of the Project target 

communities in the 1st and 2nd year (456 schools). More than 90 percent of CGS (426 schools out 

of 456) made school action plan. The capacity of CGS in the school management has been 

strengthened and community participation in school management has been increased. The 

monitoring was done by CGS and CGS Group was established at the commune level and the 

meetings were regularly held. However, the monitoring system (output 3) needs the further 

improvement, such as holding the regular Commune-CAP meetings. 

 

 



 

1 Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

This Project was implemented responding to both Mali’s policy and the communities’ needs for the 

improvement of the education status. Thus, relevance of the Project is high. The establishment of 

CGS was mandated at all schools in Mali in 2004 to improve educational management from 

community level. The Project aimed at exploring concrete processes and strategies to establish 

functional CGS in which CGS tackle their own problems by their own initiatives with community 

members. This attempt is proved to be effective because it mobilizes resources available in the 

community in order to improve the educational environment at the community level. The strategy is 

particularly meaningful when the government educational resources are limited and when sufficient 

support cannot reach to individual schools.  

 

(2) Effectiveness 

Project Purpose was mostly achieved by fulfilling the output 1 and 2 despite the fact that the 

monitoring system (Output 3) was not satisfactorily performed. CGS annual reports, which are 

important to monitor CGS activities, were not sufficiently collected to CAP since Commune-CAP 

meetings were not regularly held as planned due to the shortage of budget. On the other hand, 

monitoring of CGS activities was actively implemented by CGS members. The status of activities 

was reported and shared among all CGS members in CGS meetings. The results of the CGS 

activities were also informed to community members in the general meetings. CGS groups at 

commune level were also regularly held. 

 

(3) Efficiency 

The inputs from both Malian and Japanese sides were appropriate in terms of quantity, quality, and 

timing of inputs. The inputs and the activities appropriately produced the Outputs. Output 1 and 

Output 2 were achieved as scheduled for the target communities of 1st and 2nd year even though 

the timing of the input was a little bit behind the schedule due to the prolonged discussion on the 

content of the training module and the operation method of training. On the other hand, Output 3, 

monitoring system, has not been perfectly established yet. Regarding 1013 target schools added in 

the 3rd year, their activities have just started and it is too early to evaluate the achievements yet. 

The use of local NGO to provide communities with training increased the cost, but the training cost 

of the 2nd year was reduced almost by half of the 1st year. The training done by the local NGO 

enhanced the effective and efficient implementation of trainings since NGO moderators speak local 

languages and they were well trained to explain to communities. Thus, the efficiency is relatively 

high. 

 

(4) Impact 

Positive impact of this Project is high since it influenced the government policy and benefited the 

people at the community level. The approach and methodology utilized by the Project have been 

adopted in the policy of PISEIII (2010-2012) and generalization of the functional CGS is set as one 



 

of the objectives of education sector in Mali. The attitude of community members has been changed 

from dependent into independent. The enrollment and attendance rate of children at school was 

improved. The information on education policy was obtained to CGS with the good communication 

with commune and CAP. Education officers of Communes and CAP are informed of the educational 

needs and the priorities of communities by the submission of school action plan from CGS. This 

facilitated Communes and CAP officers to understand what should be done for education in 

communities with clearer and more concrete means. The trainings done by local NGO moderators 

provoked the positive competition of the regional educational officers. This induced the motivation 

of the officers. 

Prospects to achieve Overall Goal 

Realization of the Overall Goal needs further coverage of the schools. The Overall Goal can be 

attained in the target schools, but not all the schools in Mali since there are approximately 9000 

schools in Mali whereas the Project targeted 1469 schools for 3 years. Malian Government has 

decided the implementation of the generalization of the functional CGS across the country, 

however, the financial resource is essential and the failure of acquisition of finance may prevent the 

fulfillment of the Overall Goal. Consolidation of monitoring system and involvement of local NGO 

are also the keys to promote the achievement of the Overall Goal.  

 

(5) Sustainability 

Sustainability of the Project is moderate.  

Institutional sustainability 

<CGS and CGS Group> The established CGS and CGS Group will probably continue due to the 

successful capacity development of the involved people. CGS members were able to mobilize 

resources in community and conducted various activities with their own initiatives. CGS groups 

were established and CGS members attended CGS group meetings regularly. Thus, the 

sustainability of newly established CGS is high. CGS Group, however, is not existed based on any 

legal grounds in Mali. In order to maintain CGS Group firmly, it is important to legalize CGS 

Group in Mali. 

<Communes> The involved officers of Commune participated in CGS trainings. However, trained 

officers may leave their positions after the next election because they are elected every five years 

and not permanent in their positions expect for secretary generals. The sustainability of Communes 

as a role of CGS supporter needs to be enhanced by assuring training for new officers. 

<CADDE, AE and CAP> The officers of CADDE, AE and CAP participated in trainings conducted 

by the Project. They can play a lecturer’s role if required since their understanding and skills were 

enhanced by the trainings. Their capacity was developed during the implementation of the Project.

<Commune-CAP meetings> Commune-CAP meetings have not been held regularly as planned due 

to the shortage of budget. It is important, however, to have the opportunity for communes and CAP 

to get gathered and share information. How to secure the budget and/or the establishment of 

alternative way need to be discussed further. 

Financial sustainability 



 

<CGS> As long as CGS activities are transparent and democratic, resource mobilization would not 

be a major challenge. The amount of the contribution from each community member is fixed 

relatively at the reasonable level since it is settled by the consensus between CGS members and 

community members. In this sense, financial sustainability of CGS is high. 

<Monitoring> The cost for the meetings of CGS Group is contributed by each CGS, and the amount 

of contribution is discussed among different CGS at Commune level. This supports the 

sustainability of CGS Group meetings. On the other hand, Commune-CAP meeting needs the 

financial support from the government or an alternative monitoring system should be established. 

<Generalization of the functional CGS> Fulfillment of the generalization of the functional CGS in 

Mali requires the further financial assistance. The prompt acquisition of the financial source, such 

as JSDF, is critical. 

Technical sustainability 

The simplified CGS model applied by the Project demonstrated the basic technical sustainability. 

The monitoring system needs the improvement. The clear and systematic information path among 

CGS, Communes, and CAP should be shared among the involved parties. 

2．Factors that promoted realization of effects 

(1) Factors concerning to Planning 

1. CGS group and Commune-CAP meeting: These monitoring systems contributed to share the 

information easily among involved people of communities, Communes and CAP. The meetings of 

CGS groups allowed different communities to share the experiences and difficulties and to learn 

from each other and find out the answers to their problems. 

2. Workshop in Niger at the beginning of the Project: The officers of CADDE, AE and CAP visited 

“School for All” Project in Niger in 2008 and observed the outcomes there. This helped the officers 

to understand the role and effect of the functional CGS, and contributed to the smooth launch of the 

Project. 

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

1. The use of local NGO: The use of local NGO to provide communities with training increased the 

cost, but it enhanced the effective and efficient implementation of trainings since NGO moderators 

spoke local languages and they were well trained how to explain to communities.  

2. Training modules in local languages: The training modules were translated into local languages. 

This facilitated community members to understand the content of trainings.  

3. Active involvement of Community members: The local people were highly motivated and 

actively involved in CGS activities after they were trained by the local NGO. This attitude of 

people positively promoted the improvement of school management. 

4. The location of the Project Office: The Project office was allocated in the premises of CADDE, 

which contributed to good communication with this main counterpart and to get sufficient support.

5. Field visit: The Project encouraged Ministry of Education to visit communities to see the results 

of the functional CGS. Their field visits helped them to recognize the effect of the Project and this 

resulted in inducing the policy support from them. 

6. Experienced Japanese experts: Japanese experts had involved in the similar project in Niger, 



 

which facilitated the implementation of the project with their experiences and knowhow. 

7. Additional trainings: Although many trained administrative officers were retired, it was dealt 

with the additional trainings to the new officers. The officers who were trained in the Project were 

also actively involved. 

 

3．Factors that impeded realization of effects  

(1) Factors concerning to Planning 

1. Commune-CAP communication structure: Commune-CAP meetings were not regularly held and 

the communication structure of Commune-CAP was not clear for several CGS. This resulted in the 

insufficient collection of CGS annual reports at CAP level.  

 

4．Conclusion 

The Project Purpose was mostly achieved. At the community level, people gained the benefits from 

their own activities with the functional CGS. The Project influenced the government education 

policy and the generalization of functional CGS is included into the objective of PISE III. The 

achievement of Overall Goal needs the further coverage of the schools and the financial source 

needs to be assured. The monitoring system (Output 3) also needs the improvement. 

 

5. Recommendations 

(1)Short-term Perspectives 

a: alternative monitoring system trial 

 The consultation framework between commune and CAP is considered very important for sharing 

information between commune and CAP among people concerned of the project. On the other hand, 

the consultation framework is not regularly held as planned due to the difficulties of securing the 

budget and so on, which proves that the framework cannot be the sole CGS monitoring system. 

Thus, alternative monitoring systems need to be examined. These are some examples worth trying 

in the remaining project period; To make it widely known how to make and submit CGS documents 

among people concerned, to consider other opportunities to collect CGS documents instead of 

consultation framework, such as direct CGS visit by CAP officers in charge of CGS and/or 

participation of CGS Associations by CAP officers in charge of CGS. 

 In addition, the purpose of the consultation framework should be considered as sharing 

information opportunity rather than monitoring system. Securing budget and easier method of 

holding the framework need to be examined. 

  

b: revision of training manuals and development of audiovisual aids for trainings 

 It is important to develop training tools to avoid the deterioration of the training quality at the 

nationwide expansion stage. Revision of training manuals and development of audiovisual aids for 

training need to be implemented. In addition, public relations activities, such as TV, radio, the 

internet, and pamphlets, will be a great help for the project to be well known among people in Mali

 



 

c: decision making and information sharing for nationwide expansion 

 MEALN is planning to organize a national workshop for the expansion of the functional CGS. It is 

necessary to discuss what to be expanded nationwide, how much budget to be secured, the 

stipulation of CGS Associations in the ministerial decree etc. at the workshop. 

 

d: securing budget for nationwide expansion 

 To expand the functional CGS nationwide, approximately 1,530,000,000 Fcfa (0.27 billion Yen) 

will be needed for the trainings on CGS at 9,000 schools all over Mali. To make it come true, it is 

indispensable to secure the budget of MEALN and other donors, and the most possible fund is 

Japan Social Development Fund (JSDF). MEALN should take the initiatives to contact the World 

Bank and other donors to secure the fund while JICA will actively support MEALN to achieve it. 

 

e: grasp on the project impact at schools 

 The survey confirmed that improvement of the enrollment rate and girls’ attendance at school 

through the interviews at schools. It is desirable to grasp the changes, improvements, and impacts 

quantitatively. 

 

For the smooth transition to nationwide expansion, it is necessary to correspond the 

recommendations above, and approximately six months-extension is needed. 

  

(2)Middle-term and Long-term Perspectives 

a: securing budget of MEALN 

 MEALN should secure the budget for the consultation framework between commune and CAP and 

itinerant monitoring by CGS officers of CAP for the sustainability of functional CGS. 

 

b: stipulation of ministerial decree regarding on CGS 

 The CGS Association is the important organization for the functional monitoring system of CGS. 

Yet, there is no legal document of CGS Association whereas setup of CGS is clearly mentioned in 

the ministerial decree. CGS Association should be stipulated in the ministerial decrees before the 

nationwide expansion. 

 

6. Lessons Learned 

(1) Application of local NGOs 

 There are many kinds of local languages in Mali. Local NGOs have the strengths of understanding 

local culture, custom, and languages in each region. Thus, this project utilized local NGOs to 

develop training manuals and project documents in local languages, which contributed to 

community members’ understanding on CGS. 

 

(2) Counterparts’ further understanding of similar projects 

 At the beginning of the project, counterparts visited Niger, where School for All project has been 



 

implemented, and had an opportunity to understand the outputs and challenges of the project. They 

understood the project purpose and structure much better than before, which contributed to the 

smooth implementation of the project.  

 

(3)Impact on education policy  

 The expansion of functional CGS is clearly mentioned in PISE III, which was developed in March 

2010, based on the recommendations of the survey in September 2009.  

 

7. Follow-up Situation 

 N/A 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

マリ共和国（以下、「マリ国」と記す）「学校運営委員会支援プロジェクト」（通称「みんなの学

校プロジェクト」。以下、「本プロジェクト」と称する）は2008年5月1日より3年間の計画で開始さ

れ、2011年4月末日をもって終了する予定である。これまでに2009年2～3月及び2009年9月の2度に

わたり運営指導調査を実施してきた。 

今次調査は、2011年4月に終了を控えた本プロジェクトのプロジェクト目標達成度を評価するこ

とを主要な目的として、終了時評価調査団が派遣された。 

調査のポイントは次のとおり。 

① プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づき、これまで実施した協力活動に

ついて、当初計画に照らし、投入実績、活動実績、プロジェクト成果・目標達成度、実施

プロセス、計画達成度を確認する。 

② 計画達成度を踏まえ、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の

観点から、プロジェクトチーム、マリ国側関係者とともに、プロジェクトの終了時評価を

行う。 

③ 以上の評価結果に基づき、プロジェクトの残存期間に取り組むべき活動を検討するととも

に、プロジェクト終了後の展開について提言を行う。また、今後のマリ国での取り組みや

JICAの類似事業に役立てるための教訓を抽出する。 

④ 評価・協議事項を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 

 

１－２ 調査団の構成 

No 担 当 氏 名 所 属 

1 団長・総括 丹原 一広 JICA人間開発部基礎教育グループ基礎教育第二課 課長 

2 協力企画1 甲田 小百合 JICA人間開発部基礎教育グループ基礎教育第二課 職員 

3 評価分析 鈴木 麻衣 

株式会社オリエンタルコンサルタンツ 

GC事業本部プランニング部 

都市・地域計画グループ 防災・復興支援チーム 

4 教育協力 桑畑 美津子 JICAセネガル事務所 企画調査員 

5 協力企画2 THIAO Francoise JICAセネガル事務所 ナショナルスタッフ 

 

１－３ 調査日程 

調査期間：2010年11月21日（日）～12月7日（火） 

※団長、協力企画1・2、教育協力団員は2010年11月28日（日）～12月7日（火）に派遣。詳細日

程は付属資料１を参照。 

 

１－４ 主要面談者 

 （1）マリ国教育識字国語省（MEALN、以下、「教育省」） 

事務次官（DOUGNON） 
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技術顧問（地方分権化・分散化担当）（Diakité） 

地方分権化・分散化推進室長（Abou DIARRA） 

地方分権化・分散化推進室 地方分権化・分散化及び財務担当（FOFANA Fily） 

 

 （2）ドナー関係者 

1）世界銀行 

Pierre Joseph KAMANO 

2）米国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID） 

TOURE Allaye Boureima 

3）フランス開発庁（AFD） 

教育保健案件担当（Marion BUTIGIEG） 

 

 （3）現地視察 

クリコロ州教育アカデミー（AE）学校運営委員会（CGS）担当官（Bakary D Traore） 

コロカニ教育指導センター（CAP）所長代理（Diomansy Kante） 

コロカニCAP CGS担当官（Goli Abdoulaye） 

コロカニCAP指導主事総括（Ibrahima Kaba Diakite） 

ファナCAP所長（Garedou BABRI） 

ファナCAP CGS担当官（Maricoule Camara） 

ジョイラCAP所長（Abdool Wahidou maiga） 

ジョイラCGS担当官（Tiecoro Toure） 

Nossombougouコミュン長（Isa a Konari） 

Nossombougouコミュン教育担当議員（Mamadou T. Konge） 

Nossombougou コミュンCGS連合代表（Lassine Coubibaly） 

Tenenbougouコミュン長（Fassoun Doumba） 

Tenenbougouコミュン教育担当議員（Tiecoura Fomba） 

Keme Kafoコミュン長（Mamourou Sidibe） 

デニェコロコミュン教育担当者（Djonegue Maicco） 

デニェコロコミュン長（Lamine Dembele） 

デニェコロ事務局長（Sernaidui Dabou） 

Nossonbougou A CGSメンバー13名 

（議長、学校プロジェクト担当者、会計係、書記、啓発担当、女子就学担当、監査、学校

校長、教師代表、生徒代表、保護者代表、市民社会組織代表） 

Falaka CGSメンバー11名 

（議長、学校プロジェクト担当者、会計係、書記、啓発担当、女子就学担当、監査、学校

校長、教師代表、生徒代表、市民社会組織代表）、保護者約35名 

Sirakoro CGSメンバー14名 

（議長、書記、啓発担当、女子就学担当、監査、学校校長、教師代表、生徒代表、保護者

代表、市民社会組織代表）、父母会メンバー9名、村長 
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Techienkoulou CGSメンバー11名 

（議長、学校プロジェクト担当者、会計係、書記、啓発担当、女子就学担当、監査、学校

校長、教師代表、生徒代表、市民社会組織代表） 

Bauya CGSメンバー13名 

（議長、学校プロジェクト担当者、会計係、書記、啓発担当、女子就学担当、監査、学校

校長、教師代表、生徒代表、保護者代表、市民社会組織代表）、保護者24名、村長 

Songa CGSメンバー14名 

（議長、学校プロジェクト担当者、会計係、書記、啓発担当、女子就学担当、監査、学校

校長、教師代表、生徒代表、保護者代表、市民社会組織代表）、保護者など他参加者約65名 

Zantiguila CGSメンバー5名 

（議長、会計係、書記、女子就学担当、啓発担当） 

CDIFME（NGO） 

Coordinator（Mamadou Sanogo） 

Supervisor（Ibowahim Kouyate） 

Animator（Matou M. Keita） 

Supervisor（Amadou Bagayoyo） 

Assistant Technique（Toumany Foyama） 

Animator（Leessance Ferelegu） 

CAEB（NGO） 

Project assistant（Boua Kori） 

Animator（Lrzan Kone） 

Animator（Maham oudou） 

Animator（Fadeba Dourbta） 

 

 （4）在マリ日本大使館 

大島 寛之  一等書記官 

 

 （5）JICAセネガル事務所 

大久保 久俊  所 長 

増田  淳子  次 長 

丸山  隆央  所 員 

 

 （6）マリ「学校運営委員会支援プロジェクト」 

尾上 公一   チーフアドバイザー/学校運営 

齋藤 由紀子  業務調整/住民参加 

岩田 守雄   業務調整 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ プロジェクトの背景 

マリ国は、人口1,352万人（2005年推定）、1人当たり国民所得（GNI）が380米ドル（2005年：世

界銀行）という、世界最貧国の1つである。初等教育の総就学率は66％〔2005年：国連教育科学文

化機関（UNESCO）〕であり、サブサハラアフリカ地域平均の97％を大きく下回っており、アクセ

スの改善をはじめとした教育セクターの改善が緊喫の課題となっている。このため、マリ国は、

2002年に策定した「貧困削減戦略文書（PRSP）」において教育分野を優先分野の1つとし、教育セ

クターを包括するプログラムとして「教育開発10カ年計画（PRODEC）」（2003～2012年）を策定し

た。 

地方分権化の流れが進むマリ国では、効果的な教育行政と学校運営を実現すべく教育行政の地

方分権化が進められている。PRODECを推進すべく策定された2001～2004年の教育投資計画（PISE

Ⅰ）では、教育行政の地方分権化が質の向上及びアクセスの改善と並ぶ三本柱の1つと位置づけら

れている。その一環として、2004年には全国の学校に学校運営委員会（CGS）の設置が義務づけら

れた。しかし、中央と地方の連絡体制の悪さや、地方行政能力の不足等が原因で、CGSの設置は全

校の半数に達していない。2005年6月の世界銀行によるPISEⅠ評価でも、CGS設置の遅れが指摘さ

れている。地方分権化が政策として進められる一方、地方の行政能力、CGS運営能力の不足に対す

る方策は十分とはいえず、これら現状を無視した計画の実施は更なる混乱を来すことが懸念され

る。 

地方への資金配分の増大が予定されるなか、同分野に対する支援はマリ国の教育セクターにお

いて重要性を増している。このような背景から、マリ国政府からわが国に対し、「学校運営委員会

支援プロジェクト」として技術協力の要請がなされ、国から地方自治体への教育に関する権限・

リソースの移譲支援及びモニタリングを目的として設立された教育省地方分権化・分散化支援室

（CAD/DE）をカウンターパートとして、2008年5月より2011年4月までの3年間の予定でプロジェ

クトが実施されている。 

 

２－２ プロジェクトの内容 

 本プロジェクトは、マリ国（キダル州を除く）において、CGS委員、コミュン教育担当議員、州

教育アカデミー（AE）、教育指導センター（CAP）のCGS担当行政官といったCGS関係者に対し、

CGSの役割に関する理解促進、CGSの能力強化、CGSのモニタリング支援体制の確立により、CGS

が機能的に働き、学校運営が改善されることをめざしている。 

 

２－２－１ 基本計画 

（1）上位目標 

地方分権による学校運営を通じてマリのすべての小学校で学校環境が改善される。 

 

（2）プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、CGSの機能化を通じて学校運営が改善される。 
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（3）成 果 

1．CGS及びCGS関係組織の役割、権限及び責任が明確化され、関係者に理解される。 

2．学校運営に関するCGSの能力が強化される。 

3．CGSのモニタリング支援体制が開発され確立される。 

 

２－２－２ PDMの変遷 

本プロジェクトにおいては、ロジカル・フレームワークとして、2008年3月の討議議事録（Record 

of Discussions：R/D）締結時に、PDM version 1（PDM1）を策定し、R/Dの付属文書として承認さ

れた。 

2009年9月に実施された第2回運営指導調査にて、PDMの改訂検討が合意され、活動達成状況

を踏まえ現状に即したPDMとなるよう一部改訂を加えたPDM version 2（PDM2）が2010年6月の

合同調整委員会時に承認された。PDM2を付属資料２に示し、その変遷の概要を表－１に示す。 

 

表－１ PDMの変遷の概要 

 PDM1（2007.12） PDM2（2010.6） 

対象地域 クリコロ州 キダル州を除くマリ国 

上位目標 
地方分権化された学校運営を通じ、

教育環境が改善される。 

地方分権による学校運営を通じて

マリのすべての小学校で学校環境

が改善される。 

プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、

CGSの機能化を通じて学校運営が

改善される。 

プロジェクト対象地域において、

CGSの機能化を通じて学校運営が

改善される。 

成果1 

CGS及びCGS関係組織の役割、権限

及び責任が明確化され、関係者に理

解される。 

CGS及びCGS関係組織の役割、権限

及び責任が明確化され、関係者に理

解される。 

成果2 
学校運営に関するCGSの能力が強

化される。 

学校運営に関するCGSの能力が強

化される。 

成果3 
CGSへのモニタリング・支援のメカ

ニズムが確立する。 

CGSのモニタリング支援体制が開

発され確立される。 

 

当初、本プロジェクトは、クリコロ州における156校のパイロット校を対象に、2年目・3年目

で対象校を漸増させ、最終的にクリコロ州の全小学校（約1,500校）を対象とし、CGSの機能化

を通じて学校運営が改善されることを目的として開始した。ただし、今後の全国展開を見据え、

2009年9月に実施した運営指導調査直後の合同調整委員会にて対象校の拡大をプロジェクト側

からマリ国側に提案したところ、マリ国全州において対象校を拡大する方が普及モデルの構

築・普及試行の実証性が強いという結論に達し、これによりPDMの改訂がなされた。 

本終了時評価調査では、調査時点におけるプロジェクトの実態を示すPDM2を主として使用す

ることとし、必要に応じてPDM1を参照することとした 
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実線：終了時評価調査を終えた時点までの対象校の拡大実績 

点線：今後の拡大計画 

図－１ プロジェクト対象校の拡大イメージ 

 

２－３ プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトは、教育識字国語省地方分権化・分散化支援室（CAD/DE）を主なカウンターパ

ートとし、州教育アカデミー（AE）、教育指導センター（CAP）、コミュンとともに実施されてい

る。同省次官をプロジェクトディレクター、CAD/DEをプロジェクトコーディネーターとして位置

づけている。プロジェクト運営に関しては、日本人長期専門家2名及び短期専門家延べ4名が従事

している。プロジェクトの実施体制図は付属資料３参照。 

 

9,000校（全国） 

3年次=1,469校 

（キダル州を除く全州） 

 

1年次=156校

（1州）
← モデルの開発 

← モデルの改善 

← モデルの普及試行

2年次=456校 

（1州2県） 
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第３章 評価の方法 
 

３－１ 評価のフレームワーク 

本終了時評価は「新JICA事業評価ガイドライン 第1版」に沿って実施された。 

プロジェクト終了時評価調査の目的は以下の3点である。 

① プロジェクトの実績、実施プロセスの検証（計画との比較） 

② 評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）による評価 

③ 提言の策定と教訓の抽出 

調査に際しては、PDMや関係資料、情報を基に、評価設問（調査すべき項目）を検討し、実績

検証グリッド、実施プロセスグリッド、5項目評価グリッドの3種類の評価グリッドを作成した。

本プロジェクトにおいては2009年9月の運営指導調査時にPDMの改訂が行われたが、評価グリッド

作成においては改訂後のPDM2を使用し、それ以前のPDM1は適宜参照することとした。 

PDM2を付属資料２に、また評価グリッドを付属資料４に示す。 

 

３－２ 評価実施方法 

評価グリッドに基づき以下の方法で情報・データを収集して評価を行った。 

 

（1）プロジェクト関係書類のレビュー 

・マリ共和国学校運営委員会支援プロジェクト実施協議報告書（平成20年3月） 

・マリ共和国学校運営委員会支援計画第1回運営指導調査報告書（平成21年3月） 

・マリ共和国学校運営委員会支援計画第2回運営指導調査報告書（平成21年9月） 

・プロジェクト報告書等（実施運営総括表、活動月報等、ニューズレター） 

・プロジェクト作成各種資料 

 

（2）聞き取り調査及び現場視察 

5カ所の小学校を訪れ、7つのCGS委員とコミュニティ住民、4つのコミュン関係者に現場に

て聞き取り調査を行った。 

 

（3）プロジェクト関係者との面談・協議 

日本人専門家、マリ国側関係者（教育省、クリコロ教育指導センターCGS担当官、ジョイラ、

コロカニ、ファナそれぞれの県教育指導センターCGS担当官）及びコミュニティへの研修を実

施した地元NGO（CDIFME、CAEB）に対して質問票調査やインタビュー調査を実施した。ま

た教育省、他ドナー（世界銀行、USAID、AFD）との意見交換を行った。 

 

以上で得られた情報を基に評価分析を行った。評価分析においては、以下に示す評価5項目の視

点に沿った。 

 

（1）妥当性 

プロジェクト目標や上位目標が相手国政府の開発政策、受益者のニーズ、日本の援助方針

に合致しているかどうかを判断する。問題や課題の解決策として適切か、プロジェクトの戦
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略・アプローチは妥当かを検討する。 

 

（2）有効性 

成果及びプロジェクト目標の現時点での達成状況、プロジェクト終了時での達成見込み、

そして成果の達成がプロジェクト目標の達成に貢献しているかどうかを判断する。 

 

（3）効率性 

投入の時期、質、量などにより、成果にどのような影響を与えたか、投入は成果の達成の

ために貢献しているか、資源が有効に活用されたかを検討する。 

 

（4）インパクト 

プロジェクト実施によってもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみるもの

であり、プロジェクト計画時に予期された、あるいは予期されなかったプラスやマイナスの

波及効果を評価する。 

 

（5）自立発展性 

組織制度面、財政面及び技術面から、協力終了後も当該国によってプロジェクトの成果が

継続して維持、発展する見込みがあるかどうかを判断する。 
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第４章 プロジェクトの実績 
 

４－１ 投入実績 

マリ国側、日本側双方の投入はほぼ計画どおり実施された。具体的な投入実績は以下のとおり。

なお、マリ国側負担事項として運営経費の予算は計上されなかったが、適切な人数・質の人員が

投入され、成果の発現に貢献している。両国の投入実績の詳細は評価調査結果要約表参照。 

 

 （1）マリ国側投入実績 

1）カウンターパートの配置 

1年目（対象校計156校） 

教育省（CAD/DE）：主に2名 

教育アカデミー（AE）：クリコロ、カティ各所長及びCGS担当官の計4名 

県教育指導センター（CAP）：ジョイラ、コロカニの各所長及びCGS担当官の計4名 

コミュン：14コミュンの各コミュン長、教育担当議員、事務局長（合計3名×14コミュン＝

42名） 

2年目（対象校計456校、1年目含む） 

教育省（CAD/DE）：主に2名 

教育アカデミー（AE）：クリコロ、カティ各所長及びCGS担当官の計4名 

県教育指導センター（CAP）：ジョイラ、コロカニ、ファナの各所長及びCGS担当官の計6

名 

コミュン：33コミュンの各コミュン長、教育担当議員、事務局長（合計3名×33コミュン＝

99名） 

なお、3年目に1,013校追加され、カウンターパートは9AE、10CAP、89コミュンと拡大し

た。 

2）プロジェクト拠点における日本人専門家の執務室の提供 

3）プロジェクト拠点における日本人専門家の執務室維持費 

 

 （2）日本側投入実績 

1）長期専門家の派遣（2名） 

2）短期専門家の派遣（延べ4名） 

3）本邦研修員の受入れ（2名） 

4）機材の供与 

5）在外事業強化費の負担 

 

４－２ 活動実績 

PDM上の活動は、おおむね問題なく予定どおりに実施された。詳細については、付属資料４「実

施プロセスの検証」を参照のこと。活動に関して特筆すべき事項は次のものである。 

・初年度は研修モジュール及び研修実施戦略を策定する段階で、政治的要素が強いマリの事情

対策を盛り込むために活動が当初の予定より数カ月遅れた。政治的影響を取り除く対策とし

て、民主選挙によるCGSの設置時にNGOアニメーターを使用してコミュニティへの啓発や説
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明及び選挙実施をすることが採用され、そのために業務委託する地元NGOの選定に時間が費

やされた。現地の言葉を話す地元NGOの活用は、コミュニティへの確実なCGSの役割責任説

明及び啓発につながった。 

・地元NGOを用いたことで研修費用が予定より高額になったが、2年目には研修実施の合理化を

進めて成果を維持しつつコストを削減した。 

 

４－３ 成果の達成状況 

 （1）成果1.「CGS及びCGS関係組織の役割、権限及び責任が明確化され、関係者に理解される」

の発現度 

指標1-1 CGS及びCGSに関係するアクターの役割、権限、責任を明確化する 

指標1-2 学校運営に係る住民参加に関するCGS委員研修のモジュールが改善される 

指標1-3 規定されているCGSの役割等に関する関係者の理解度 

 

【指標1-1 結果】プロジェクトの活動により「民主選挙によるCGS設置/改選に係る研修モ

ジュール」の改定が行われ、CGS各委員の役割と自治体や行政関係機関、市民社会組織など

の役割責任が明確にされた。また、同じくプロジェクトの活動により「CGSの指導モニタリ

ングシステム研修モジュール」が作成され、モニタリング指導に関する各関係者の役割も

明確にされた。 

 

【指標1-2 結果】次の3つのモジュールがプロジェクト1年目に策定された。 

・2008年9月「民主選挙によるCGS設置/改選に係る研修モジュール」 

・2009年1月「参加型学校運営手法研修モジュール」 

・2009年3月「持続可能なCGS指導モニタリングシステム研修モジュール」 

 その後1年目の活動経験から得られた教訓を基にして、それら3つの研修モジュールが

2010年3月から4月にかけて改善された。また、これら研修モジュールは仏語が読めない住

民のために、マリ国の主要4国語である、バンバラ語、ソンライ語、プル語、ソニンケ語に

翻訳された。 

 

【指標1-3 結果】プロジェクト以前よりマリ国ではCGSを定義したマニュアルが存在して

いたが、200ページの内容であり実用的ではなかった。プロジェクトが実施したベースライ

ン調査により、CGS及びCGSにかかわる行政官の役割が関係者に明確に理解されていないこ

とが明らかとなった。プロジェクト開始後、プロジェクトで策定・改善された研修モジュ

ールを用いて、地元NGOがコミュニティでの説明及び研修を実施した。本評価時での関係

者へのインタビューより、CGSの役割と責任がコミュニティメンバー及びAE、CAP、コミ

ュンの関係者にも十分に理解されていることが確認された。CGS活動が実際に以前より住民

を巻き込んで実施されたことからも、CGSの役割が関係者に理解されたと裏づけられる。 

 

 （2）成果2.「学校運営に関するCGSの能力が強化される」の発現度 

指標2-1 80％のCGSが無記名投票によって民主的に設置される 

指標2-2 80％のCGSが学校プロジェクトと学校活動計画を策定する 
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指標2-3 80％のCGSが活動計画で計画された少なくとも1つ以上の活動を実施する 

指標2-4 80％のCGSが定期的に会合と住民集会を開催する 

指標2-5 80％のCGSが年間総括表と年間会計総括を策定する 

 

【指標2-1 結果】1・2年目の対象校456校すべての学校で無記名投票によって民主的にCGS

が設置されたことが、各CGS設置時の設置議事録及び委託先NGO作成報告書により確認さ

れた。3年目対象校では、1,013校のうち948校（93.6％）で民主的な選挙によるCGSの設置

が完了しているとの報告がされている。 

 

【指標2-2 結果】456校中413校（90.6％）が長期計画である学校プロジェクトを策定し、

426校（93.4％）が短期計画である学校活動計画を策定した。学校活動計画には、トイレ建

設、女子就学向上活動、教員支援、植林活動、教室の修繕、学用品の購入、教員の募集支

援、などが取り入れられた。 

 

【指標2-3 結果】456校中387校（84.9％）が少なくとも1つ以上の活動を実施した。年間総

括表を提出した387校の活動実施総数は1,351活動であり、1校当たり平均3.49活動を実施し

たことになる。 

 

【指標2-4 結果】評価シート質問に回答があった421校（回答率92.3％）のうち、2年次に

数回以上のCGS委員会合を行ったと回答したCGSは366校（85.7％）であった。また、住民

集会の開催については、評価シートの当該質問に回答があった412校（回答率90.3％）のう

ち、2年次に2回以上の住民集会を行ったと回答したCGSは334校（81％）であった。 

 

【指標2-5 結果】456校中387校（84.9％）が年間総括表及び会計総括を策定した。 

 

 （3）成果3.「CGSのモニタリング支援体制が開発され確立される」の発現度 

指標3-1 CGSの評価モニタリングツールに関する関係者の理解度 

指標3-2 コミュンCAP連絡協議会が少なくとも年3回開催される 

指標3-3 80％のCGS連合の会議が少なくとも年3回開催される 

指標3-4 CGSに関する関係機関の報告書の提出度 

指標3-5 80％の学校プロジェクト、学校活動計画、総括表がコミュン及びCAPレベルで回収

される 

 

【指標3-1 結果】2年目までの対象校CGSに対する終了時評価時のインタビュー結果より、

CGSメンバーは月1度の割合で開催されるCGS会議で自分たちの活動のモニタリングを行い、

住民に対しても住民集会開催時に活動の報告を行っていることが分かった。コミュンごと

のCGS連合会議にも出席をし、他のCGSと情報や経験を共有していた。CGSのモニタリング

への理解は高いといえる。 

 

【指標3-2 結果】2年目までの対象地域3CAPでは、コミュンCAP連絡協議会が設置されて
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から、ジョイラCAP及びコロカニCAPでは会議が2回開催された。ファナCAPでは3回開催さ

れた。コミュンCAP連絡協議会の定期会議開催については、コミュン及びCAPの自主財源に

て開催することになっているが、予算確保の問題のため、最低年3回と定めた定期的な開催

は満たしていない。 

 

【指標3-3 結果】2年目までの対象33コミュンのCGS連合のうち、29コミュン（87.87％）

が少なくとも年3回の会議を開催した。 

 

【指標3-4 結果】年に1度CGSによって設定される学校プロジェクト、学校活動計画、年間

総括表は、各CGSからコミュンへ提出されていることがプロジェクトにより確認された。他

方、コミュンからCAPレベルへのこれら情報の伝達システムが整備されておらず、報告書の

回収状況にばらつきがみられた。 

 

【指標3-5 結果】80％以上の2年目までの対象校CGSが学校プロジェクト、学校活動計画を

コミュン及びCAPに提出している。しかし、年間総括表に関しては、コミュンレベルにて回

収はされていても、コミュンCAP連絡協議会の開催ができなかったことも一因となりCAP

まで回収されていない、あるいは非常に遅れて提出されたなどの状況となっている。 

 

 （4）成果の総合的達成度 

成果1と2については、2年目までの対象校でほぼ達成されている。3年目対象校も、成果1と

成果2-1までは達成されていることが確認されている。成果3については2年目までの対象校で

指標3-2、3-4、3-5が満たされておらず、持続的なモニタリング体制が終了評価時点で確立で

きていない。 

3年目に対象となった1,013校は、終了時評価前に地元NGOによるCGSの役割責任と設置のた

めの民主的な選挙に関する研修を既に終えていた。また、3年目対象校の約93％でCGSの設置

が完了していた。しかし、終了時評価時の4カ月前から活動を開始したところであり、成果に

つながる情報が終了時評価時点でまだ回収できていない。成果に関する情報の回収は2011年9

月に予定されているが、2年目までの対象校と同様の成果達成が見込まれる。 

 

４－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標「プロジェクト対象地域において、CGSの機能化を通じて学校運営が改善され

る」の達成の指標は次の3つである。 

指標1．80％の学校運営委員会がプロジェクト及び学校活動計画を策定し、活動を実施する 

指標2．学校運営への住民の貢献度（人的、金銭的、物的貢献）が増大する 

指標3．80％のCGSが機能的（CGSモニタリング評価シートに基づく）と評価される 

 

【達成指標1 結果】プロジェクト1・2年目対象校の456校中413校（90％以上）のCGSが学校

プロジェクトを策定し、456校中426校（90％以上）のCGSが学校活動計画を策定した。1校当

たり平均3つ以上の活動を実施した。 
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【達成指標2 結果】学校運営への住民の貢献度は、ベースライン調査と比較すると増大した。

2年目対象校までの学校活動実施の費用は、ベースライン調査の1校平均16万3,310Fcfaから37

万6,954Fcfaへと増加した。住民集会への平均参加人数は、ベースライン調査では1校当たり平

均25名であったが、プロジェクト開始後2年目対象校までの平均参加率は1校につき約100名に

増加した。インタビュー調査では、学校活動計画に基づくCGS活動への住民参加も増加してい

るとの結果がでた。 

 

【達成指標3 結果】2年目対象校までの456校中432校（90％以上）で、CGSが機能的であると

モニタリング評価シートにより評価された。 

 

以上の結果より1・2年目の対象校において目標はほぼ達成されたと考えられる。3年目の対象校

については、モニタリングサイクルの関係から、調査時点で一部情報が収集できていないが、同

様の目標達成が見込まれる。しかし、機能するCGSを持続させるためにはモニタリング体制の確立

が必要と考えられるが、プロジェクト目標達成の指標にモニタリングに関するものが含まれてい

ない。成果3で述べたようにモニタリング体制の確立が遅れている点に関し、今後の更なる改善が

肝要である。 

 

４－５ 上位目標の達成状況 

上位目標「地方分権による学校運営を通じてマリのすべての小学校で学校環境が改善される」

の指標は次の2つである。 

指標1．学校プロジェクト及び学校活動計画の枠組みで実施された活動の種類と数 

指標2．教育統計（総就学率、総入学率、総出席率ほか）の改善 

 

【達成指標1 結果】2年目までの対象校で、次のような学校プロジェクトや学校活動計画に

基づいた活動が実施された。 

活動種類 活動例 活動数 

学校インフラ整備 教室増設、教室修繕、机・いす作成及び修理、フェ

ンス設置等 

456 

保健衛生活動 トイレ設置、飲み水装置及び施設設置等 234 

教育の質改善 教科書・チョークなどの授業用教材の購入、教師宿

舎建設、教師の雇用等 

456 

コミュニティ教育意識

変革活動 

児童や女子の就学のための説得、CGS活動への参加

呼びかけ等 

16 

学校運営改善 住民集会の開催、CGS連合設置と会議への参加、CGS

メンバーの自己研修等 

49 

その他 学校給食支給、収入創出活動の実施、児童の出席確

認 

40 

 

【達成指標2 結果】児童及び女子生徒の就学率、入学率、出席率はコミュニティレベルで改

善されていることがインタビューによって判明した。しかし正式な統計は出ていない。定量
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的なデータの把握に更なる努力が必要である。 

 

以上より、十分ではないもののプロジェクト対象校での小学校環境改善が進みつつあることが

分かる。上位目標の達成には全国で9,000校程度存在する小学校においてCGSの機能化が展開され

る必要がある。プロジェクト3年目にキダル州以外のすべての州で開始した1,013校への展開は、プ

ロジェクトの構築したCGSモデルの検証、マリ国側政策への反映の観点から、上位目標達成に向け

ての足がかりになったと考えられる。また、マリ国が2010年に策定した教育政策（PISE Ⅲ）にて、

機能するCGSの全国普及が目標の1つに掲げられ、上位目標に向けた環境は整いつつある。しかし、

実際に全国展開を進展させるためには、世界銀行の日本社会開発基金（JSDF）などによる予算確

保が必須である。 

 

４－６ 実施プロセスに関する特記事項 

 （1）プロジェクト対象地域の拡大 

プロジェクトは首都近辺のクリコロ州を対象地域として開始し、1・2年目はクリコロ州よ

り合計456校が選定された。首都より近く容易に現場へアクセスして活動をモニタリングでき

たことから、中央へ効果を明示でき、全国展開への政策的な調整を行ううえで効率的であっ

た。 

3年目の対象校もクリコロ州より選ばれる予定であったが、プロジェクト開始1年半後の

2009年9月に実施された運営指導調査時のマリ国側との協議により、3年目はキダル州を除く

すべての州を対象とすることになった。成果1・成果2がおおむね達成され、プロジェクトの

効果がカウンターパートに認識されたこと、全国普及を前提として、機能するCGSモデルをそ

れまでの対象地域とは異なった条件下で実施し、各州の地域的な特色をモデルに統合するこ

とが先方より求められたことによる。この広域への展開は、プロジェクトの構築したCGSモデ

ルの検証、マリ国側政策への反映の観点から、上位目標達成に向けての足がかりになったと

考えられる。 

 

 （2）PDMの改訂 

プロジェクト開始時当初のPDMでは、上位目標はクリコロ1州を対象として「地方分権化さ

れた学校運営を通じ、教育環境が改善される」としていた。運営指導調査時に3年目のプロジ

ェクト対象地域が拡大されることが決定し、上位目標は「地方分権による学校運営を通じて

マリのすべての小学校で学校環境が改善される」へと改訂された。3年目を含めたプロジェク

トの対象校の合計は1,469校であり、「マリのすべての小学校」はおよそ9,000校といわれてい

るため上位目標は野心的なものとなった。2010年に機能するCGSの全国普及が教育政策（PISE 

Ⅲ）に取り入れられ、上位目標はマリ国の政策に沿うものとなり、予算確保の課題があるも

のの達成への道のりが整いつつある。 
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第５章 評価結果 
 

５－１ 評価5項目による評価 

５－１－１ 妥当性 

妥当性：高い 

（1）マリ国家政策との整合性 

マリ国政府は、教育を最も重要な開発分野の1つに掲げ、教育セクターの最上位計画とし

て「教育開発10カ年計画（PRODEC）」（2003～2012年）を策定した。PRODECを実現するた

めの中期投資計画として、「教育セクター投資計画（PISEＩ）」（2001～2005年）及び「PISE

Ⅱ」（2006～2008年）が定められ、教育行政の地方分権化が質の向上及びアクセスの改善と

並ぶ三本柱の1つと位置づけられた。その一環として、2004年には全国の学校に学校運営委

員会（CGS）の設置が義務づけられ、CGSをコミュニティレベルから教育運営を改善してい

く組織とした。CGS制度は学校運営の改善を図るうえで基本となる組織と考えられ、マリ国

政府はドナーとともにこの制度を全国へ普及・定着させるために積極的に取り組んでいた。 

政府によりCGSの定義と役割説明はされていたが、理論面の説明のみであり、機能する

CGS設置のための具体的なプロセスを欠いていた。そのためコミュニティでは村長や校長な

ど一部の者が推薦する手法でCGSが設置されることが多く、住民がCGSメンバーを知らない、

保護者会（Association des Parents d’Elève：APE）との違いが理解されていない状況が散見さ

れ、設置されたCGSは機能していなかった。機能するCGSを設置し、その活動を通じて学校

運営の改善を目標とする本プロジェクトはマリ国の政策と合致していた。 

さらに2010年にはマリ国の教育開発における中期計画「PISEⅢ」（2010～2012年）のなか

に、プロジェクトが開発した機能するCGSモデルの全国普及が活動目標の1つとして明記さ

れた。マリ国の政策と本プロジェクトの今後の方向性も合致した。 

 

（2）対象地域における必要性と手段の適切性 

教室や机・いすなどの不備不足などの教育に係る問題がコミュニティに存在していたが、

解決されずにいることが多かった。住民は校長やCAPが学校運営に責任があるものと考えて

いたが、政府の予算や人的リソースが限られており、公的サービスがそれぞれの学校に十

分に届きにくい状況にあった。住民も自分たちで解決する術を知らず、主体的に問題に対

応する姿勢でもなかった。機能するCGSを設置し活動を行うアプローチは、住民が自ら改善

が必要だと認識したコミュニティの教育に係る課題や問題に対し、住民たちで計画をして、

住民間の協力と資源を用いることで取り組み、解決しようとするものである。住民の参加

を引き出し、教育に関する問題の具体的な対処法をコミュニティに提供したこのアプロー

チは、対象地域の教育問題に対処するのに妥当性の高いものであったといえる。また、機

能するCGS設置時の研修や実際の活動を通じて、教育への理解を深めた住民が多かった。そ

れによりコミュニティの教育への関心が高まり、教育環境改善に対する住民のニーズが更

に高まることになった。 

 

（3）日本の援助政策との整合性 

日本は2001年に「成長のための基礎教育イニシアティブ（BEGIN）」の策定を通じて低所
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得国における基礎教育分野の教育マネジメントや行政の支援強化を表明していた。教育マ

ネジメント支援として、2008年の第4回アフリカ開発会議（TICADⅣ）の行動計画に、住民

参加型学校運営モデルである「みんなの学校」プログラムを西アフリカで拡大することを

表明しており、日本の援助政策と合致している。 

 

（4）対象地域の妥当性 

1・2年目の対象校は、教育省やCAD/DEにプロジェクトの効果を理解してもらいやすいよ

うに、首都に近いクリコロ州が対象にされた。そのなかから就学率などの教育指標が良く

なく改善が必要だと思われる学校が選ばれた。1・2年目対象456校でのプロジェクトの結果

発現を受けて、カウンターパートがプロジェクトの機能するCGSモデルの効果を認めるに至

った。マリ国側は全国普及モデルとしてプロジェクトモデルを採用する意欲をみせ、北部

地域でのモデル試行と実証の要望が出された。これを受け、3年目はキダル州を除くすべて

の州のなかから1,013校で展開されることになり、マリ全国での機能するCGS普及化への足

がかりとなった。適切な対象地域選択によりプロジェクトの対象地域を拡大しており、選

定は妥当であったといえる。 

 

５－１－２ 有効性 

有効性：比較的高い 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

本プロジェクトのプロジェクト目標は「プロジェクト対象地域において、CGSの機能化を

通じて学校運営が改善される」である。 

次の結果より1・2年目の対象校において目標はほぼ達成されたといえる。地元NGOの説

明と研修によってすべての対象校で民主的な選挙が実施され、CGSメンバーが選出された。

456校中413校のCGSが複数年での達成をめどとした長期的な計画である学校プロジェクト

を策定し、456校中426校のCGSが年間計画である学校活動計画を策定した。策定された学校

計画活動は学校の保健衛生やインフラ整備にかかわる学校環境改善に沿った内容であった。

住民集会の平均参加人数はベースライン調査時の4倍である約100名との結果が出ており、

新しく設置されたCGSはコミュニティの住民を動員できている。1校当たり平均3つ以上の活

動が実施された。CGSの年間活動結果を示す年間総括表は、456校中387校で作成後コミュン

に提出されたことが確認されている。 

 

【モニタリング】 

CGS活動のモニタリングはCGSメンバーによって実行され、CGSメンバーで開催され

る会議で活動状況の情報共有が行われた。住民にもCGS活動の結果を定期的に開催され

る住民集会で報告されていることが終了時評価時でのインタビューで確認された。プ

ロジェクトの主導によってコミュンごとに設立されたCGS連合は、自主的・定期的に会

議を開催し、CGS間でそれぞれの経験や困難、対処法を共有する機会となっていた。イ

ンタビューを通じて、CGS連合会議が情報共有の場としてCGSメンバーや住民にとって

有益であることが確認された。 

しかし、コミュンとCAP間でCGSのモニタリングを行う目的のコミュンCAP連絡協議
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会は予算の問題で定期的に開催されなかった。コミュン・CAPがCGSをモニターするの

に必要な活動年間総括表の回収は十分ではなく、モニタリング体制の確立は十分に達

成されていない。 

3年目の1,013の対象校については2010年8月から活動を始めたばかりのため、民主的

にCGSが設置されたことは報告されているが、成果につながる情報がまだ回収できてい

ない。成果に関する情報の回収は2011年の9月に予定されているが、2年目までの対象

校と同様の成果達成が見込まれる。 

 

（2）成果とプロジェクト目標達成の因果関係 

成果3のモニタリング体制の確立は十分に達成されていないがプロジェクト目標はほぼ

達成されている。成果1と2が達成されることでプロジェクト目標はほぼ満たされる結果と

なっている。しかしモニタリング体制の確立は、プロジェクトで設置されたCGSの機能を継

続して維持し、今後機能するCGSモデルを全国普及するためには必要なものであり、コミュ

ンCAP連絡協議会の定期的な開催もしくはその代替システムの構築が求められる。CGS、コ

ミュン及びCAP間の連絡手順の整備も必要である。 

 

５－１－３ 効率性 

効率性：比較的高い 

（1）成果の達成度 

初年度に研修モジュールの内容や研修実施方法についてカウンターパートとの協議に時

間を要したことから現場での活動開始が数カ月遅れた。そのため、多少の遅れはあったも

のの、成果1と2についてはほぼ計画どおりに達成された。成果3のモニタリング体制はコミ

ュンCAP連絡協議会の定期的な開催や年間総括表のCGSからコミュンを通したCAPへの提

出徹底などの確立が満たされておらず、今後も改善が必要となっている。 

 

（2）プロジェクトの投入 

マリ国側、日本側双方からの投入は、量、質、タイミングともに適切であった。日本人

専門家はニジェールでの類似案件の従事経験を有しており、そこでの経験と知識を十分に

活用してマリ国でのプロジェクト立ち上げから運営までをスムーズにした。 

主要なカウンターパートであるCAD/DEのプロジェクトに携わる人員は限られていたが、

高いオーナーシップを発揮してプロジェクトにかかわった。プロジェクト事務所はCAD/DE

オフィス内に設置されたが、これはカウンターパートとの密なコミュニケーションを促し

プロジェクトへの理解と支援を得る結果に至った。 

 

（3）地元NGOの活用 

当初は他国類似案件のように校長への研修を通じてコミュニティでのCGSメンバー選出

を予定していたが、校長の政治的な影響を排除したいとのCAD/DEの意見から、地元NGO

をCGS設置の研修に活用することになった。NGOのスタッフがコミュニティを1つずつ訪れ、

住民への新たなCGS設置に関する説明と選挙を実施した。NGO活用によるコミュニティの

研修実施は、校長を用いた手法よりも研修費用を高めたが、現地語が話せて住民研修のた
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めに十分にトレーニングされたNGOの活用は研修実施の効率と効果を高めた。2009年に実

施された運営指導調査報告書では、類似案件との比較で研修費が高額でありコスト削減の

必要性を指摘されたが、プロジェクト2年目の研修費用は1年目の半分に抑えられた。 

 

５－１－４ インパクト 

インパクト：大きい 

（1）上位目標達成の見込み 

上位目標である「マリのすべての小学校で学校環境が改善される」を達成するには、機

能するCGSの全国展開が必要である。プロジェクトが3年間で対象にした学校は合計1,469

校であるが、マリ全国にはおよそ9,000の小学校が存在している。プロジェクト3年目にキダ

ル州以外のすべての州で開始した1,013校への展開は、プロジェクトの構築したCGSモデル

の検証、マリ側政策への反映の観点から、上位目標達成に向けての足がかりになったと考

えられる。また、機能するCGSの全国普及化がマリ国政府の教育政策（PISEⅢ）のなかで

目標として掲げられたことも上位目標達成に向けた環境が整ってきているといえる。ただ

し、実際に全国普及を実施するためには世界銀行のJSDFなどからの予算確保を得てプロジ

ェクト終了後にも引き続き活動を実施することが必要である。また、モニタリング体制の

確立や引き続き地元NGOが研修を実施することも上位目標達成に貢献する事項であると考

えられる。 

 

（2）その他のインパクト 

1）政策レベル 

本プロジェクトが採用した機能するCGSモデルは、マリ国政府によりその全国普及が

2010年に策定された教育政策（PISEⅢ）に取り入れられた。 

 

2）県・コミュンレベル 

コミュンやCAPの教育担当者は、CGSから提出される学校活動計画によって、コミュニ

ティの教育ニーズと優先度が分かり、問題解決に適当なドナーを見つけて紹介するなど

の教育ニーズに沿った支援がしやすくなった。CGS活動やモニタリング活動により、コミ

ュニティとのコミュニケーションが促進され、研修が必要な先生がいるなどの情報がコ

ミュンやCAPに入るようになり、教育の質の改善にもつながっている。 

CGSが学校の問題に対応するようになり、学校運営がスムーズになったことで、元来学

校運営に責任があったCAPは便益を得ている。一方で、このことは政府や県が本来対応す

べき課題をコミュニティに任せているという一面をもっている。 

 

3）コミュニティレベル 

次のようなインパクトがあったことがコミュニティでのインタビューで確認された。 

・以前は支援を待つという姿勢であったが、住民が問題に対して支援を待つだけでは

なく、自分たちでも問題を解決できるという意識が芽生えた。コミュニティででき

ることを話し合い、問題をひとつずつ解決していこうという姿勢になった。 

・NGOによるCGS設置時の研修やCGSメンバーの活動によって、教育の重要性が理解
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され、児童、特に女子の就学率や出席率が改善した。住民全体が子どもの就学に関

心をもつようになり、学校に行っていない子どもがいた場合に声を掛けるようにな

った。 

・以前は、学校運営はCAPや校長の責任であるという考えが一般的であったが、教育や

学校運営に関して住民も責任感をもつ必要があるとの意識が生まれた。 

・CGS連合の会議を通じて他のCGSと経験や情報が共有できるようになった。また、

CAPやコミュンから教育に関する政策や情報が流れてくるようになった。 

 

4）地元NGO活用 

CAPのCGS担当官にとっては地元NGOが実施した研修などは自分たちもできるという

自負があるため、NGOの活用は良い意味でCAPの教育担当官の競争意識を高め、担当官

のやる気を引き出した。また、NGOは契約によって活動の期限が義務づけられているこ

とから、機能するCGS設置の期限内での立ち上げに貢献した。 

 

５－１－５ 自立発展性 

自立発展性：中程度 

（1）政策面 

マリ国の教育政策（PISEⅢ）に機能するCGS全国普及が目標として取り入れられた。教

育省は今後予算をとってCGSモデルを全国に普及する意欲をもっている。 

 

（2）組織面 

1）CGS 

対象校のCGSは主導的にコミュニティの資源を動員し活動を実施した。CGS活動のモニ

タリングやコミュンレベルのCGS連合の会議にも参加しており、活動は実行されている。

CGSはプロジェクトの手助けによって設置されたが、民主的な選挙という選出方法によっ

て、住民は自分たちで選んだ組織であり、その活動は自分たちの活動との認識をもって

いる。CGSの役割と責任を理解して活動を行っていると考えられ、プロジェクトの対象地

域で設置されたCGSの持続可能性は高いといえる。CGS連合はマリ国での法律による裏づ

けがないので、今後CGS連合を確実に将来にも存続させるためにはCGS連合の法制化が求

められる。 

 

2）コミュン 

コミュン長、教育担当者、事務局長はCGS研修に参加した。研修を受けた者はコミュン

としてのCGSに対する役割を理解している。しかしコミュンの事務局長以外は5年ごとに

実施される選挙で選出されるため、今後新しく選ばれたコミュン教育担当議員がCGS支援

者としての役割を果たすためには、将来的にも研修を受けられる体制構築が必要である。 

 

3）CAD/DE、AE及びCAP 

CAD/DE、AE及びCAPのCGS担当官はプロジェクトで実施された研修に参加し、研修で

CGSの理解とCGS設置運営に係るスキルを習得した。CAD/DEは、プロジェクトを通して
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主要関係者の動かし方、地方政府とのコミュニケーションのとり方、グッドガバナンス

やマネジメント、モニタリングに関してのスキルを得ていると感じている。プロジェク

ト開始前は事務所でのみ仕事をしていたAEのCGS担当官は、コミュニティに出ていき活

動を行うことの重要性を理解した。またプロジェクトで得たスキルを、別の場で伝える

能力と自信を得ている。このように関係者のキャパシティは強化されており、今後の機

能するCGS普及時にも貢献すると考えられる。 

 

4）コミュンCAP連絡協議会 

コミュンCAP連絡協議会は予算不足により、計画されたように定期的に開催されていな

い。コミュンとCAPが一堂に会しCGSの情報を共有することは、今後のCGSが持続するた

めに重要であり、コミュンCAP連絡協議会の定期的な開催の改善策、もしくはそれに替わ

るモニタリング体制の構築について検討される必要がある。 

 

（3）財源面 

1）CGS 

CGS活動に透明性があり民主的である限り、住民からの資源動員は問題とはならないで

あろう。住民からのCGSへの拠出金は、活動計画に応じて住民と同意のうえで、負担可能

な範囲で決定している。多くの住民は、分担金や労働力の提供は、自身のコミュニティ

の利益になると理解している。そのためCGSの財源的な持続可能性は高い。 

 

2）モニタリング 

コミュンレベルのCGS連合会議のコストは、それぞれのCGS連合が合意して金額を決定

し、積み立てをしている。CGS連合に参加する各CGSは、住民からの拠出金の一部を連合

費に充てている。一方で、コミュンCAP連絡協議会開催の予算は割り当てられておらず、

政府からの財政支援か、もしくはそれに替わるより安価に実施できるモニタリング体制

の構築が必要となっている。 

 

3）機能するCGSの全国普及 

マリ国での機能するCGSの全国普及には財政的支援が必要となっている。例えば、プロ

ジェクトモデルの全国普及には、効果と効率の高さがこれまでの結果から認識されてい

る地元NGOのスタッフがコミュニティを1つずつ訪れ研修する手法を用いることが予定

されているが、研修コストはもともとの校長を用いた計画より高くなっている。プロジ

ェクト期間中の努力により研修コストは削減され、JSDFなどからの予算獲得があれば研

修コストに問題はないと予想されているものの、今後の全国普及には確実な予算確保が

必須である。 

 

（4）技術面 

機能するCGSのモデルは、簡略化した方法を用いており、その意味で技術の持続性は高い。

CGS、コミュン及びCAP間の情報経路整備など、モニタリングの改善は必要である。3年目

にキダル州を除くマリ国広域で実施されたモデルの、異なる条件下での結果と、全国普及
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につながる貢献と阻害要因の検討が求められる。 

 

５－１－６ 評価5項目による総合評価 

本プロジェクトはマリ国の政策とコミュニティの教育改善に対するニーズに応えており、妥

当性は高い。 

成果1と2の達成によってプロジェクト目標はほぼ達成されている。CGSによる活動のモニタリ

ングは実施され、CGS連合は設立されて会議も定期的に開催されている。そのため、有効性は比

較的高い。一方で、成果3に係るモニタリング体制確立の一部は達成されておらず、改善が必要

である。 

成果は適切な投入と活動によって産出された。地元NGO活用による研修費は、2年目は1年目

のおよそ半分に削減された。効率性は比較的高いといえる。 

プロジェクトの機能するCGSモデルの効果は認められ、政府の政策に影響し、今後の全国普及

のモデルとして採用される予定であり、プロジェクトのインパクトは大きいといえる。コミュ

ニティレベルでは、機能するCGSの活動により人々は利益を得ている。正式な統計は出ておらず

今後定量的なデータの把握が必要であるが、コミュニティレベルでは就学率や出席率の改善が

実感されている。モデルの全国普及には政府の更なる努力が必要である。 

関係者のキャパシティ・ディベロップメントが十分に行われたため、設置された機能するCGS

とCGS連合は今後も持続する可能性が高い。また、機能するCGSの全国普及はPISEⅢ政策に含め

られた。しかし、全国普及には予算的な裏づけが不可欠である。成果3を満たしていないモニタ

リング体制の確立も必要である。そのためプロジェクトの自立発展性は中程度である。 

 

５－２ 効果発現に貢献した要因 

 （1）プロジェクト外部の要因（政策的支援） 

マリ国教育省により教育政策文書（PISEⅢ）に、適切な時期に実施された運営指導調査で

の影響もあって、プロジェクトが取り組んできた機能するCGSモデルの全国普及が目標として

反映された。 

 

 （2）プロジェクトの計画内容にかかわる事項（PDMに記載された投入・活動等でプロジェクト

目標の達成に特に効果があった事項） 

1）集会型モニタリングの実施 

コミュンレベルでのCGS連合と県レベルでのコミュンCAP連絡協議会が設置され、2階層

での集会によるモニタリング体制が構築された。 

【CGS連合会議の開催】コミュンレベルで開催されるCGS連合の会議により、コミュンごと

のCGS間でお互いの経験や情報を共有する機会となっている。それぞれのCGSが実施してい

る活動や課題を共有することで、問題解決への手がかりや資源獲得の方法に係る情報を得

ることができている。 

【コミュンCAP連絡協議会】コミュンCAP連絡協議会にはCGS代表も参加しており、会議で

の情報共有によって政府の教育政策がCGSを通して住民まで伝わるようになった。 

 



 

－22－ 

2）経験共有セミナーの開催 

プロジェクト開始時にカウンターパートのCAD/DE及びAEとCAPのCGS担当官で、既に実

施されて効果が出ているニジェール「みんなの学校プロジェクト」を視察したことは、関

係者に対して機能するCGS設置に関する理解を促進し、マリ国での順調なプロジェクト立ち

上げに貢献した。 

 

 （3）実施過程にかかわる事項（PDMには記載がないがプロジェクトの実施の過程で工夫したこ

となどでプロジェクト目標の達成に特に効果があった事項） 

1）地元NGOの活用 

現地の言葉を話す地元NGOによる、コミュン関係者や住民に対する分かりやすいCGS選

挙方法の説明やCGSの役割と責任に関する研修の実施は、住民への確実な啓発につながった。

また、プロジェクトでは2つのNGOを使用したが、初年度から参加していたNGOがあとから

参加したNGOに経験を伝えたり、NGOスタッフのための研修時には住民への研修のしかた

を向上させるために意見を出し合ったりして、お互いが協力して活動にあたった。 

 

2）現地語での研修モジュール作成 

村の人々のなかには仏語ができなくても現地語の読み書きはできる人が多数いたため、

マリ国の現地語であるバンバラ語、ソンライ語、プル語、ソニンケ語の研修モジュールが

作成された。これは村人の民主的なCGS設置や、CGSの役割・責任の理解促進につながると

ともに、村出身ではないため現地語を十分に解さないCAP教育担当官が、コミュニティでア

ドバイスをするときにも役立った。また非識字者にも理解できるようにモジュールはイラ

ストが多用された。 

 

3）コミュニティの活発な参加 

NGOの研修によってCGSの役割と責任を理解し、教育の重要性を理解するようになった

住民は、自分たちの可能な範囲内で積極的にCGS活動に参加するようになった。インタビュ

ーにより、選挙によって住民から信頼を得て選ばれたCGSメンバーは責任をもって活動して

おり、選んだ住民は自分たちが選んだことで積極的に活動にかかわろうとする意欲をもっ

たことが確認された。問題や課題に対して具体的にどのように取り組めばよいか、計画を

立てて実行できるようになり、教育の問題を自分たちで解決しようとする姿勢になったこ

とが、学校運営の改善に貢献している。 

 

4）CAD/DEに設置されたプロジェクト事務所 

プロジェクト事務所は主要カウンターパートであるCAD/DEの事務所内に設置された。密

なコミュニケーションを可能にし、プロジェクトの展開に効果的であった。 

 

5）教育省やドナーの現場視察 

教育省関係者に現場視察を促し、対象地域での機能するCGSの視察を実施したことが、プ

ロジェクトの効果を認識してもらい、政策的な支援を得るのに良い影響を与えた。 
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6）類似案件の経験がある専門家の投入 

ニジェールでの学校プロジェクトに参加して経験とノウハウを得ている専門家の投入は、

マリ国でのプロジェクト立ち上げと実施を円滑にした。 

 

7）追加の研修実施 

研修を受講した行政官の多くが定年退職などで交代となったものの、追加研修の実施に

より、その影響を最小限に抑えた。 

 

５－３ 効果発現を阻害した要因 

 （1）コミュンCAPの連絡体制 

コミュンCAP連絡協議会は交通費など会議開催に必要な予算がなかったこと、またCAPのイ

ニシアティブ不足もあって、自主的・定期的に会議が開催されなかった。またコミュンレベ

ルで回収されたCGSの情報がCAPに共有されていない、もしくはCGSがコミュンを飛ばして

CAPにのみ連絡することなどが起こった。このように情報の提出先や連絡体制が徹底されなか

ったことが原因で、CGSの年間総括表回収率が目標に達しなかった。 

 

 （2）コミュニティでの地元NGOによる住民に対する研修時の食事手当 

コミュニティでの研修では手当と食事を支給しなかった。他ドナーなどによって研修参加

時に手当を得ることに慣れている住民の手当に対する意識改革は必要である。しかし、食事

手当に関しては昼食をとりに家に戻ったまま研修に戻ってこない住民がいたことや、食事手

当がないために研修の時間が短縮されていることから、支給した方が効率的との指摘があっ

た。他方、食事手当支給によるコストの増加は、全国展開の負担にもなることから、コスト

と効率性を天秤にかけた検討が必要であろう。 

 

５－４ 結論（評価結果総括） 

CGSの機能化を通じて、学校運営が改善されるというプロジェクト目標はほぼ達成されている。

プロジェクト対象校では、機能するCGSの活動により人々が利益を感じていることが確認された。

CGSによる活動のモニタリングは実施され、コミュンごとのCGS連合会議も定期的に開催された。

新しいCGSモデルの効果はマリ国側に理解され、機能するCGSの全国普及が政策として掲げられた

が、全国普及のためには予算確保が必須である。また、年間活動総括表の確実な回収など、モニ

タリング体制の更なる改善が必要である。 

円滑な全国展開への移行のためには、現フェーズ中に以上の提言に対応することが望ましく、

そのためには、現フェーズの半年程度の延長が必要であると考えられる。上述提言の実施に関す

る活動計画を策定し、現フェーズの延長とその期間について検討することが必要である。 
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第６章 提言と教訓 
 

６－１ 提 言 

６－１－１ 短期的観点からの提言 

（1）代替モニタリングシステムの試行と実証 

コミュンCAP連絡協議会は、コミュンとCAPの情報共有を図るうえで非常に重要なものと

考えられ、多くの関係者がその重要性を指摘している。他方、現時点では、予算確保の問

題などから、計画のとおり定期的に開催されておらず、成果3の指標として書かれているよ

うに、CGSのモニタリングシステムとして機能することは難しいことが分かった。したがっ

て、CGSのモニタリングシステムの代替案について早急に検討、試行すべきである。 

具体的には、CGSに関する報告書類（学校活動計画、年間活動総括表など）のコミュンへ

の提出方法及びCAPによる回収と集計方法について整理し、情報の共有を徹底すること、及

び、CAPのCGS担当官によるCGS連合総会への出席や直接的なCGSへの巡回など、コミュン

CAP連絡協議会以外の方法による情報収集手段を検討することが必要である。 

また、コミュンCAP連絡協議会については、コミュン－CAP間の情報共有の場として位置

づけ、継続的な開催に向けた予算確保や、より簡便な開催方法を検討することが望ましい。 

 

（2）研修マニュアル改訂、研修用視聴覚教材などの各種研修ツールの開発整備 

将来的に全国約9,000校への展開をかんがみると、対象校数の量的拡大に伴う研修や活動

の内容とその効果の質の低下を極力避けるために、メディアにおける啓発活動や視聴覚教

材などのさまざまな研修ツールを補完的に活用すべきである。2010年度実施中の1,013校で

の活動経験も踏まえ、研修マニュアル及び研修実施の更なる改善を行うとともに、研修用

視聴覚教材など各種研修ツールを開発、整備する必要がある。また、マリ国内における「機

能するCGSモデル」の認知度の更なる向上のため、テレビ、ラジオ、インターネットやパン

フレットなどを通じた広報活動の実施も望まれる。 

 

（3）全国展開に向けた意思決定及び情報共有 

マリ国政府は、PISEⅢにて「機能するCGSモデル」を全国展開させるという意思を明確

に示しており、このモデルは本プロジェクトによって開発され実証された「機能するCGS

モデル」と認知されている。全国展開させることを国内の教育機関関係者に周知し、かつ、

より具体的なモデルの理解を促進するため、2011年1月にマリ国教育省が主導し「全国展開

のためのワークショップ」を実施予定である。同ワークショップの確実な実施とともに、

同ワークショップにて、全国普及すべきモデルの具体的内容、各関係者の役割の明確化、

全国普及のために必要な予算額及びCGS連合の法制化に向けた取り組みなどにつき、具体的

な議論を行い、全国展開に向けた計画を立案していくことが必要である。 

 

（4）全国展開実施に係る予算の獲得 

機能するCGSモデルの全国展開のための活動については、教育省のイニシアティブの下、

教育省の自主財源及びドナーからの資金援助によって行うことが想定される。現時点での

試算では、全国約9,000校に対して機能するCGSに係る一連の研修及び活動を行うためには、
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約15億3,000万Fcfa（CFAフラン、約2.7億円）程度の資金が必要である。短期的に同程度額

の資金の獲得可能性が最も高いのが世界銀行のJSDF基金であり、2011年秋からの活動開始

をめざして同資金が運用できるよう迅速かつ確実に申請手続きを進めなければならない。

マリ国教育省がこれらの手続きを主体的に進めていくことを原則として、世界銀行及び

JICAも同資金獲得に向けて積極的に協働する必要がある。また、教育省は他ドナーに対し

ても調整を行う必要がある。 

 

（5）プロジェクト実施による学校現場におけるインパクトの確認 

本終了時評価調査にて、プロジェクトを実施した結果、就学率の向上や女子生徒の増加

など、正のインパクトが生じているとのコメントがインタビューを通じて確認できた。今

後、本プロジェクトの実施による学校現場での変化を定量的に把握することが望ましい。 

 

６－１－２ 中長期的観点からの提言 

（1）教育省予算の確保 

各学校に設置された機能するCGSを維持していくための予算を恒常的に確保する必要が

ある。特に、行政官による最低限の連絡伝達手段及び補完的に必要となってくる新任行政

官や新設学校への研修実施、コミュンCAP連絡協議会開催に係る費用などについて、より合

理的な方策を検討し、予算の確保に努める必要がある。 

 

（2）CGS関連法令、補足文書の見直しと整備 

CGS連合は、モニタリングシステムが機能するうえで非常に重要な組織である。他方、現

時点では、マリ国において、CGS連合の法的根拠が存在していない。CGS連合のみならず、

民主選挙による委員の選出も含め、現法令に明記されていない要素について、法令の改訂

あるいは補足文書の作成などを行い、全国展開までに各関係機関に周知する必要がある。 

特にCGS連合については、コミュンの教育委員会との関係性や整合性についての整理を行

い、CGSあるいは地域住民の自主性を確保し、活用することが望ましい。 

 

６－２ 教 訓 

（1）ローカルNGOの活用 

現地の文化や習慣をよく理解しており現地語にたけているローカルNGOが研修を実施し、

ローカルNGOの知見を活用して現地語の研修教材やプロジェクトの関連書類を作成したこと

が、CGSに対する住民の理解度を高めることに貢献した。 

 

（2）カウンターパートに対する類似案件の理解度促進 

本プロジェクト開始時、カウンターパートがニジェールを訪問し、ニジェール「みんなの

学校プロジェクト」の成果や課題を理解する機会を得たことで、本プロジェクトのめざして

いる目標や構想を実感させることができ、プロジェクトの円滑な実施に貢献した。 

 

（3）教育政策へのインパクト 

本プロジェクトの第2回運営指導調査時（2009年9月）に「機能するCGSモデル」をマリ国の
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教育政策として採択するよう提言したことが契機となり、2010年3月に策定されたPISEⅢに

「機能するCGSモデル」の全国普及が実際に明記されることとなった。なお、PISEⅢ策定に

先立ち、政策決定者及び政策決定に影響を与えるドナー関係者を招き、現地視察及びワーク

ショップを実施したことも政策策定に有効であったと考えられる。また、カウンターパート

である教育省内にプロジェクトオフィスを設置することで、教育省との円滑なコミュニケー

ションが可能となり、マリ国教育省側の主体性が向上し、上述の教育政策の策定にも貢献し

たと考えられる。 

 



付 属 資 料 

 

１．調査日程 

 

２．PDM（日本語・仏語） 

 

３．実施体制図 

 

４．評価グリッド 

 

５．ミニッツ（仏語） 

 

６．面談議事録 

 





































































































































































 

６．面談議事録
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2010 年 11 月 22 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 22 日(月) 8：30 ‒ 10：00 

場 所 プロジェクト事務所 

面談者 

（敬称略） 

尾上専門家 

調査団：鈴木団員 

資 料 Guide sur la mise en place/renouvellement democratique des CGS 

議 題 内容（敬称略） 

プロジェク

トのターゲ

ット （ 1 年

目・2年目） 

1 年目 156 校（直接裨益者） 2 年目 456 校（直接裨益者：1 年目含む）

CAD/DE（地方分権化・分散化支援室。主

に 2名） 

AE（州教育アカデミー。クリコロ、カティ各

所長及びCGS 担当官の 4名） 

CAP（教育指導センター。ジョイラ、コロカ

ニの各所長及びCGS 担当官の 4名） 

14 コミュン（各コミュン長、教育担当議員、

事務局長の 3名×14 コミュン＝42 名） 

CGS 委員（156 校×14 名＝2,184 名） 

CAD/DE（主に 2 名） 

AE（クリコロ、カティ各所長及び CGS 担当

官の 4名） 

CAP（ジョイラ、コロカニ、ファナの各所長及

びCGS 担当官の 6名） 

33 コミュン（各コミュン長、教育担当議員、

事務局長の 3名×33 コミュン＝99 名） 

CGS 委員（456 校×14 名＝6,384 名） 

 

CAD/DE

組織 

・CAD/DE は 2004 年に設置された。また、同じ時期に CGS 委員設置に係る法律が策定さ

れた。 

・CAD/DEは全体で 30名の組織である。正規職員 8名、準職員 10名、その他秘書・ドライ

バーなど十数名。 

CGS メンバ

ー 

・代表、学校プロジェクト担当、会計、書記、啓発担当、女子就学担当、監査（これら 7 名は

選挙により選出） 

・学校校長、教師代表 1名、生徒代表 1名、保護者代表 2名、市民社会組織代表 2名 

CGS ・CGS は世銀がアイデアを出し、マリ国が自主的に実施し始めた制度である。 

プロジェク

ト前の状況 

・CGS 委員は村長などの指名あるいは推薦による合意などで決定することが多かった。 

・APE（保護者会）の運営状態も良好でなかった。 

対象校選

定 

1 年目・2 年目の対象校選定基準 

・アクセスの良さ 

・CAP の規模 

・パフォーマンスに問題があるところ（2007/8 年の統計を基に） 

・CAP のやる気 

・他ドナーの援助状況 

3 年目はこれらに加え、先方からの要望を追加して選定。 

PDM ・プロジェクト開始前から、CGS モデルはあるというカウンターパートの言い分を尊重した。 
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・プロジェクト開始時に全国普及も念頭にはあったが、そこに至るまでの前段階が大きく、

PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）には「普及」を入れなかった。 

選 挙 ・色のついた紙で CGS の候補者を選ぶやり方は、マリ国の一般の選挙でも採用されている

方法なので村人は慣れている。 

・選挙の前に、①村長や校長などに説明、②村の集会で村人に説明、その後選挙実施とい

うステップを踏んでいる。 

モニタリン

グ 

・集会型モニタリングを実施 

①CGS 連合 

→コミュンごとに CGS 委員代表が集合して報告 

→CGS は学校活動計画に出席に係る資金を積み立てている。 

②コミュン CAP 協議会 

→プロジェクト主催で開催したときの評判はよかったが、交通費の負担が大きいため自主

的に開催されていない。 

・モニタリングの成果 

→資源動員などの他の CGS の成功例を共有できる機会となった。 

→CAP、AE からの情報が CGS に伝わり、国の教育政策の共有が可能となった。 

CGS 連合

設置 

・代表者を立候補による選挙で選ぶ。 

 

委託 NGO ・CDIFME（1 年目からの NGO）は 3 年目からの新規委託先 NGO に、過去の経験を伝える

など情報を共有し、連帯して活動を行っている。 
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2010 年 11 月 22 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 22 日(月) 15：00 ‒ 16：30 

場 所 プロジェクト事務所 

面談者 

（敬称略） 

CDIFME, Mamadou Sanogo (Coordinator), Ibowahim Kouyate (Supervisor), Matou M. Keita 

(Animator), Amadou Bagayoyo (Supervisor), Toumany Foyama (Assistant Technique), 

Leessance Ferelegu (Animator) 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

活 動 ・主な活動は以下の3つ。①CGS設置に関する村の集会での説明会、②研修、③選挙。い

ずれも重要な活動である。選挙の準備である、関係者への十分な説明がなければ選挙は

成功しない。 

・【選挙】1 年目は CGS メンバー14 名のうち 12 名を選挙で選んでいたため、選出に時間が

かかっていた。2 年目からは 7 名は必ず選挙で選出し、残りの 5 名は村に任せるように変

更。もし 5 名の選出に問題があるようであれば NGOが対応する。 

研 修 ・モジュールに基づいて研修を行った。十分な準備が行われたので研修実施に問題はな

かった。 

・モジュールの項目が多いので、研修の時間が不足することがあった。 

・1 年目はコミュンの公会堂で研修が行われたので、参加者には手当と食事が支給された。

3 年目はそれぞれの村で研修が実施されることになり、手当と食事は参加者に支給しない

こととなった。これまで村人は他ドナーなどからの研修時の手当支給に慣れていたため、

参加者のモチベーションの低下がみられた。また、NGO が参加者に支給されるべき手当

を不正に取得しているのではないかという疑いをもたれた。解決方法として、CDIFMEは知

事、副知事、市長、CAP 担当者、JICA、村長と連絡をとって説明を行い、村人の理解を得

るようサポートを求めた。 

運 営 ・日本人専門家と良好なコミュニケーションの下、活動を実施した。 

・問題は日本人専門家と共有された。活動で困難が生じたときは日本人専門家と適切に対

応した。 

主体性 ・CAD/DE、AE、CAP、コミュンの担当者はプロジェクトを自分たちの活動という認識をもって

実施している。 

成 果 ・民主選挙による CGS 設置によって、プロジェクトは村人によく知られるようになった。村人

が教育の重要性を理解するようになった。CGS 活動により学校建設を行うようになった村も

ある。 

・村全体で学校運営にかかわるようになり、CGS の透明性が向上し、活動に責任をもつよう

になった。 

・正式な統計はないが、実感として就学率は改善していると思われる。 
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・女子生徒も増加した。 

コスト ・研修のコストは事前に十分に練られたので適切だったと思う。 

・村で研修を実施するのはコストの面からも効率的である。 

・村の人たちが研修参加に手当を求めるのは問題であり、意識改革が必要である。 

・村での研修実施時に昼食の支給は行った方がよいと考える。昼食をとるため家に戻ったま

ま戻ってこない参加者がいることや、昼食支給により 1 日の研修時間を長くすることができ

る。 

 



 －114－

2010 年 11 月 23 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 23 日(火) 9：00 ‒ 10：30 

場 所 Nossonbougou A 小学校 

面談者 

（敬称略） 

CGS メンバー13 名（議長、学校プロジェクト担当者、会計係、書記、啓発担当、女子就学担

当、監査、学校校長、教師代表、生徒代表、保護者代表、市民社会組織代表） 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・プロジェクト 2 年目対象校 

・公立学校 

・生徒数計約 600 名（男子生徒約 400 名、女子生徒約 200 名） 

・CGS メンバーのうち約半数が女性 

・日本の無償資金支援による校舎及びトイレ建設も実施されている。 

CGS の明

確化・役割 

・CGS の役割が明確になった。CGS は学校運営を行っている。 

・プロジェクト前は学校スタッフが学校運営をしていたが、現在は親とコミュニティが学校活

動に参加するようになったことが大きな変化である。 

選 挙 ・CGS は民主的に選出された。選挙は重要であり、うまくいった。 

活 動 ・CGS ができてから学校プロジェクトと学校活動計画を立てるようになった。 

・月 1 度メンバーでミーティングを開催している。 

・CGS は活動を適切に行っている。 

・問題があれば集会を開き、問題を共有して解決法を考えている。 

・これまでに CGS が実施した活動 

・教室修繕（壊れた床や屋根、窓の修理、壁の改善など） 

・チョークなどの授業用教材の購入 

・トイレ修理 

・校庭の草刈り 

・警備員雇用 

・みんなでできる活動は生徒と親に参加を呼びかけて実行し、修理などの特別な技術が必

要な活動は技術者に依頼した。 

活動費 ・CGS の資金源として、生徒 1人につき年間 1,150Fcfa を集金している。 

・学校活動計画によって、毎年集金の額は変わる。 

・集めた資金は銀行に入金して管理している。 

CGS 連合 ・コミュンでの CGS 会議に参加している。 

・他の CGS も一堂に会する機会で、他の CGS のメンバーと知り合え、問題や成功例を知り

問題の解決法を共有する機会となっている。 

モニタリン ・各メンバーがひとつの活動に責任をもつようにしている。 
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グ ・CGS の会議開催時に活動達成状況をチェックしている。メンバー全員で活動をモニター

することになるので、計画されたことの達成具合が知れて良い。 

AE、CAP、

コ ミュンと

の関係 

【コミュンとの関係】 

・CGS メンバーに選出されるとコミュン長及びコミュン代表立ち会いの下、正式に承認され

る。契約内容は、コミュン長が CGS を助け、メンバーは CGS 活動に責任をもつ、というも

の。 

・教育に関してのコミュンとの関係は良い。アドバイスをしてくれている。 

・コミュン長には学校活動計画を提出している。コミュン長からの財政的なサポートやアクシ

ョンはない。 

【CAP との関係】 

・技術的な面でサポートを得ている。 

・財政的な援助はない。 

・良い関係を構築できている。 

・2009 年に CAP が CGS のためのトレーニング研修を実施し、CGS から校長を含めた 4 名

が参加 

NGO アニ

メーター 

・CGS 選挙においての NGOのアドバイスは分かりやすかった。 

・CGS の選出方法や活動が明確になった。 

効果・影響 ・学校の施設が改善された。 

・親が校長に会いに来て、子どもの状況を聞きにくることが多くなった。（校長） 

・女子生徒の就学率が上がった。（女子生徒の人数が男子生徒の人数より増えた） 

（例：昨年女子22名、男子 34名だったクラスが、今年は女子38名、男子 33 名になった）

・先生の勤務状況も改善し、遅刻が少なくなった。 
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2010 年 11 月 23 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 23 日(火) 10：30 ‒ 12：00 

場 所 Nossombougou コミュン会議室 

面談者 

（敬称略） 

Techienkoulou CGS メンバー11 名（議長、学校プロジェクト担当者、会計係、書記、啓発担

当、女子就学担当、監査、学校校長、教師代表、生徒代表、市民社会組織代表）、コロカニ

CAP CGS 担当官、Nossombougou コミュン長、コミュン教育担当議員 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・プロジェクト 2 年目対象校 

・全生徒数 180 名（男子生徒 70 名、女子生徒 110 名） 

・前回の CGS 連合に参加していない。 

・CAP、コミュンに CGS が活動していない模様との報告があった。 

状 況 ・フランスの NGO が村に資金援助をしている。NGO から得た資金を管理している村の担当

者から、CGS の活動費を得たが、そのときの領収書のやり取りがスムーズにいかず、関係

がこじれてしまった。そのためコミュニティと CGS の関係がこじれ、学校活動計画に基づい

た活動の参加を CGS がコミュニティに呼びかけたが、コミュニティは参加しなかった。 

・問題点：JICA 主催の「参加型学校手法研修」時に、領収書のオリジナルを CGS にて保管

管理するよう研修を受けたため、CGSはNGO資金管理担当者にオリジナルの領収書を要

求された際、提出拒否し、領収書コピーを渡した。これが発端で NGO 担当者から不審を

かい、根拠のない噂が広まりコミュニティにも誤解を受けた。 

→事前に領収書の取り交わし方につき相互の合意を得ていなかったのが問題。 

・CAP が介入し村長、地域住民を集め問題の詳細を明確化し、解決へのアドバイスをした。

会議を開催し意見を共有した。 

→現在はほぼ問題が解決されようとしている。CGS の領収書は、状況に応じて領収書コ

ピーの保管でも問題ないことを伝え、CGS は、NGO 担当者へオリジナルを提出すること

で同意。本件について、できるだけ早く住民集会を通して、コミュニティに事情を説明し

誤解を解く努力をするよう助言した。 

CGS設置・

活動 

・CGS メンバーは民主的な選挙で選ばれている。 

・メンバーはCGSの役割を理解しており、活動を実施していた。（例：教師への給料支払い）

CGS が考

え る 問 題

点 

・CGS 設置後間もない時期に CGS 会議が定期的に開催されなかった。 

→メンバー間の信頼関係が構築できなかった。 

・問題発生後も、対応のために CGS メンバーでの会議が開催されなかった。 

・問題解決に際し、コミュン長が仕切ってしまい、CGS メンバー間での話し合いが不十分に

なった。 

CGS が考 ・今後は問題発生時、CGS メンバーでの会議を開催する。 
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え る 解 決

法 

・問題発生時に対応する担当役をつくった。 

・CAP との定期的な会議を開催している。 

・住民集会には村の多くの人に参加を呼びかけているが、参加できなかった村人たちにも、

会議での決定事項を回覧して確認させている。 

CGS の効

果・影響 

・教師に給料を定期的に支払えるようになった。 

・教師用の宿舎建設をした。それまで教師は生徒の家に宿泊していたため不便であった。 

・水が教室に置かれるようになった。 

・親の教育に対する理解が深まった。 
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2010 年 11 月 23 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 23 日(火) 12：30 ‒ 13：30 

場 所 Nossombougou コミュン会議室 

面談者 

（敬称略） 

コロカニ CAP 長代理 (Diomansy Kante：CAP 長は 2009 年 12 月で退職しており、依然後

任が決まっていないため、現在のところ当 CAP 長代理が CAP の運営指揮を執っている）、

CAP CGS 担当官 (Goli Abdoulaye)、CAP 指導主事総括 (Ibrahima Kaba Diakite)、

Nossombougou コミュン長 (Isa a Konari)、コミュン教育担当議員 (Mamadou T. Konge)、

CGS 連合代表(Lassine Coubibaly) 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

効果・影響 ・民主選挙でCGSを選出するのは、適任者をCGS委員に選ぶのに有効であった。プロジェ

クト開始前にも CGS はあったが、活動は活発ではなかった。 

・民主的にCGS が選ばれてから、選ばれたCGS メンバーはプライドをもって活動するように

なった。 

・学校の発展に新しい CGS は貢献している。 

・CGSはCAPに学校活動計画を報告している。計画ができてから、CGS活動が活発に実施

されるようになった。例えば学校に動物や不審者が入らないように管理などもしている。 

・CGSが自ら課題を発見し、解決できるようになった。また活動の資金源を自ら見つけられる

ようになった。 

・教育は子どもの将来に重要だと理解され、コミュニティ全体が子どもの将来に責任をもつ

ようになった。教育は、教育を受けた人が増加することで、コミュニティにも貢献する。 

・女子生徒の教育に対する理解が深まった。 

CGS と

CAP 、コ ミ

ュンとの関

係 

・以前、コミュンは CGS メンバーがだれか知らなかった。民主的な選出によって CAP メンバ

ーも CGS をより支援するようになり、CGS メンバーとコミュンの関係は強化されたと思う。 

・以前は学校活動計画は CAP やコミュンに連絡されなかったが今は報告されるようになっ

た。 

・研修が必要だと思われる先生がいるなどの意見が CAP に届くようになった。 

・これまではCAPや学校校長に学校運営の責任があると考えられており、人々はCAPに教

育のリクエストをしに来ていた。また、生徒の成績が良くない場合、保護者は先生を批判す

るだけであった。新 CGS ができてから、村人は問題の原因や課題を発見する姿勢になっ

た。CGS が学校の問題に対応するようになり、学校運営がスムーズになって、CAP は便益

を得ている。 

CGS 連合 ・情報や問題解決法を他の CGS 間で共有でき、CGS はお互いから学んで成功事例を取り

入れている。 

・今後も続けるべきである。 
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コ ミ ュ ン

CAP 連絡

会議 

・コミュン CAP 連絡会議に参加し、CGS の活動や、課題、バランスシートなどに関して意見

を交換した。どうすれば CGS が成功し、どこがうまくいっていないかの情報を共有した。 

専 門 家 と

の関係 

・日本人専門家とはよいコミュニケーションがあった。 

・問題があるときに連絡をすると対応してくれる。 

NGO ・NGO はプロジェクトの成功に大きく貢献した。 

・民主的な選挙は村人によく理解されている。選挙のおかげで村の人々は他の地域に比べ

ても啓発されたと思う。 

・NGO の活動は効果的であった。 

全国展開 ・民主選挙での CGS 選出や、活動を実施する前に自分たちの役割が分かるこのモデルは

全国展開にも良いと思う。教育の重要性の理解も深まる。 

・他の地域にも広げるべき。同じやり方で実施されたならば他地域でも成功すると思う。 

 



 －120－

2010 年 11 月 23 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 23 日(火) 15：00 ‒ 16：30 

場 所 Sirakoro 小学校 

面談者 

（敬称略） 

Sirakoro CGS メンバー14 名（議長、書記、啓発担当、女子就学担当、監査、学校校長、教

師代表、生徒代表、保護者代表、市民社会組織代表）、父母会メンバー9 名、村長、CGS

連合代表 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・プロジェクト 2 年目対象校 

・全生徒数 271 名（男子生徒 155 名、女子生徒 116 名） 

・教師 3 名 

CGS 選出 ・CGS の役割について理解が深まった。 

・民主的な選挙が行われて CGS メンバーが選ばれた。 

・能力のある人、村の子どもの未来を考えてくれる人物が選ばれた。 

・たとえ選ばれた人が良くなかった場合でも、次回は違う人を選ぶことができるので民主的

な選出は良い。 

活 動 ・学校活動計画は作成され、共有された。 

・計画は慣れていなかったので最初は難しかった。 

・クラスの修理、机・いすの修理、授業用教材の購入、新しい教師の雇用による給料の支払

いなどの活動を実施した。 

・コミュニティメンバーも共益金支払いのほかに、CGS の活動を行うときは、材料の提供やコ

ミュニティみんなが労働力として参加した。 

困 難 ・みんなで集まり問題分析をして解決策を探し、実施するというプロセスや計画を立てること

に慣れていなかったので活動当初は困難に感じた。（今までは、校長、保護者代表などほ

んの一部のメンバーを中心に、計画を立てず資金を集め活動を実施していた） 

・計画を期間どおりに実施することに慣れていない。 

・初期は会議に定期的に参加することに慣れなかった。会議の重要性を理解してからこの

問題は解決した。現在は、活動ごとに住民集会を開くことが習慣になっており問題ない。 

モニタリン

グ 

・コミュニティメンバーと一緒に活動のモニタリングをしている。 

・CGS の全メンバーにモニタリングの責任があり、モニタリングに参加している。 

CGS 会議 ・CGS メンバーでの会議は定期的に開催された。(1 カ月に 1度) 

・コミュンでの CGS 連合会議も参加している。他の CGS メンバーと知り合い、計画を知る機

会になっている。活動や困難を共有し、アドバイスを得た。 

コ ミ ュ ン

CAP と の

・学校活動計画を CAP に送っている。 

・CGS メンバーは School District とコミュンに報告を行っている。 
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関係 ・CGS とコミュン及び CAP との関係は強化された。コミュンと CAP も協力的になった。 

NGO ・NGO の説明は分かりやすかった。 

・関心を高めた。 

効果・影響 ・教育及び、女子教育の重要性が理解された。 

・就学率が向上した。 

・コミュニティメンバーと CGS メンバーの信頼関係が構築された。活動ごとに、資金を使用し

たあと、どのように使用したかをコミュニティに報告している。 

・学校活動計画が決定されるようになった。 

・活動のあと、成功や失敗などの結果がみんなに伝えられるようになった。 

・CGS メンバーが教師をチェックする役目にもなっている。 

・生徒がテストで悪い点をとっても先生が悪いということにはならなくなった。 

・衛生への関心も強くなった。 

・親は学校に関心をもつようになった。その影響が子どもにも出ている。 

・会議開催時に、親に子どもの学校での様子を伝えることで、子どもの学校での態度が変化

した。 

・以前は、親は子どもに仕事を与えていたが、新しい CGS 設置後はそうでなくなった。 

持続可能

性 

・経験を基にこれからも新しいCGSのシステムを続けることができると考える。もしできなけれ

ばまた将来にやる。 

・コミュニティメンバーは計画を立てられるようになったので、続けることができると思う。 

・CGS を中心に他のドナーにも支援要請をあげ支援を受けられるよう計画中である。 
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2010 年 11 月 24 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 24 日(水) 9：30 ‒ 10：30 

場 所 ジョイラ CAP 長室 

面談者 

（敬称略） 

ジョイラ CAP 所長（Abdool Wahidou maiga）、ジョイラ CGS 担当官(Tiecoro Toure) 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

ニーズ プロジェクトはコミュニティ及び国の教育ニーズに合っていたと思う。 

・これまで教育は中央集権化されていたが、分権化が始まり 2004 年に政府は CGS 設置を

決定した。政府は教育を発展させるのに十分な財源をもっていないので、コミュニティを巻

き込むことにした。 

CGS の役

割など 

・学校運営が主要な役割 

・初期の CGS メンバーはその役割を理解していなかったが、プロジェクト開始後、CGS の役

割が明確になった。プロジェクトの影響でCGSの教育参加が開始され、コミュニティが教育

の課題を自ら見つけるようになった。 

・CGS は例えば、不十分な教育インフラ、先生の確保、1 つの教室における子どもの人数に

関する問題、水の確保などの課題を見つけ、解決をする。 

・コミュニティはどのように参加すればよいかが分かり、解決の方法があることを知った。プロ

ジェクトは問題解決の手法を教えてくれた。 

・CGS は自ら主導をとって活動するようになった。 

・劇をして CGS の資金源にしている。 

CAP の役

割 

・CAP と CGS の間に協力関係があり、CAP は CGS にアドバイスをし、活動計画を支援して

いる。 

・学校活動計画を策定したことから学校に必要な支援が分かり、CAP が他ドナーに連絡す

るなどして、CGS のために動けるようになった。 

・CAP、コミュン、CGS 間で対等な関係が構築されている。 

・CGS は CAP から学校運営法やアドミについて学ぼうとしている。 

・CAP と CGS の関係は強化された。CGS は CAP のブランチのような存在になった。 

・教育関連の課題があるときCGSはCAPに相談をしに来る。CAPは助言をしている。また、

教育以外の相談もCGSから寄せられることもあり、CAPは例えば次のような件で対応した。

[例]バナマントゥという村はニヤチラコミュンに入るべきであるが、村はコミュンより経済的に

発展しているため、コミュンに入ることを拒んだ。しかし、CGS がこの問題について CAP に

助けを求めたことで、CAP が話し合いの機会を設け、村がコミュンに入るように向けて解決

した。現在は、ニヤチラコミュンとの関係も良好で、CGS活動も活発である。今朝も、CGS メ

ンバーが CAP を訪れ、CGS 担当者に対して学校訪問の要望が出された。 

困 難 ・民主選挙のとき、前CGSメンバーは代えられることを嫌がり、新しいCGSの成功をよく思わ
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なかった。（以前の CGS メンバーは APE や村長が選んでいた） 

→ＣＡＰは前メンバーに会って話し合いを行い、そのうち多数からは理解を得られた。 

・CGS の資金が不十分であること。 

・読み書きができない人がメンバーにいること。CAP職員には、現地語が流暢ではない職員

も多いため、フランス語ができない人がCGS メンバーにいると、指導職員によっては、多少

困難な点ではあるが、プロジェクトが現地語での資料（研修マニュアル）を用意してくれて

いるので CAP 職員はそのマニュアルを参考にしており解決している。 

・ほとんどのコミュニティでは農業が主要な産業であり、雨期は農業が忙しくて、活動を実施

するのが難しい。 

・雨期は村から離れたところに農業に従事しに行く者がいるので、情報が共有しにくい。 

・雨期は雨の影響で CGS の CAP へのアクセスが悪くなる。 

CAP コミュ

ン協議会 

・モニタリングの役割がある。 

・2 月には活動の中間評価が実施された。 

・5 月に活動全体とバランスシートの確認を実施。 

・問題解決等の経験と情報を共有する。 

NGO ・民主的な選挙への理解を人々に広めることができた。 

・NGO の活動は役に立った。 

・民主的選挙に村の多数の者が参加した。 

持続可能

性 

・プロジェクト終了後の準備を進めている。 

・プロジェクトよりやり方を学び利点や重要性を理解したので、この地域では今後も新しい

CGS モデルを維持できると思う。 

・中学校でも新しいCGSモデルを採用し、CAPのCGS担当職員に助言を受けながら、彼ら

のイニシアティブで CGS を設置し、学校活動計画も立て始めたところがある。 

・アラビア系学校も民主的な CGS モデル採用に関心をもっている。昨年度より CAP に要請

がある。 
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2010 年 11 月 24 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 24 日(水) 12：00 ‒ 13：00 

場 所 Falaka 小学校 

面談者 

（敬称略） 

Falaka CGS メンバー11 名（議長、学校プロジェクト担当者、会計係、書記、啓発担当、女子

就学担当、監査、学校校長、教師代表、生徒代表、市民社会組織代表）、保護者約35名、

コミュン教育担当者 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・プロジェクト 1 年目からの対象校 

・全生徒数 333 名（男子生徒 165 名、女子生徒 168 名） 

・公立学校 

新 CGS ・民主的な選出で CGS メンバーは選ばれた。 

・村人の多数が選挙に参加した。（女性が選挙に参加できた） 

・CGS の役割や活動が明確になった。 

NGO ・NGO の CGS に関する説明は分かりやすかった。 

CGS 活動 ・学校活動計画策定 

・CGS メンバー会議の開催（15 日ごとに会議を開催）。意見の共有 

・住民集会は年に 3回開催 

・学校建設（3 クラスを 3 年計画で建設。今年度予定どおり建設完成見込み） 

・トイレ建設 

・机、いすの修理 

・先生の雇用と給料支給 

・収入創出活動の実施 

効果・影響 ・CGS は活発に活動を実施し、教育の発展に貢献している。 

・教室が建設されたことで、生徒の就学率が向上した。親が子ども、特に女子を学校に送る

ようになった。子どもは遠くの学校に行かなくてもよくなった。 

・今後は女子生徒用のクラスをつくる予定にしている。 

・自ら教育の課題を発見、解決する姿勢を身につけ、多くの経験を得ている。 

・学校に行っていない子どもを見つけたら、村の人がどうしてか親に尋ねるようになった。 

・CGS は先生と生徒間の問題も解決できる。 

・村に中学校がなく、小学校卒業後は 10-30km 離れた町の中学校に下宿しながら通うしか

なかった。現在、CGSは村に公立中学校が建設されるようにCAPに働きかけている。正式

に認可されるまでは、仮設教室で、コミュニティ教員を雇用し、CGS が中心になって支援

する。 

・以前は 6 年生卒業後、女子生徒は家の手伝いに従事するケースが多かったが、引き続き
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中学へ進学させる保護者が多くなった。 

新 CGS モ

デル 

・透明性がある。 

・村人は新しい CGS に満足している。 

・適切な人を自由に選べる。 

関 係 ・CGS メンバー間の信頼は構築された。 

・CAP 及びコミュンとも良好な関係を築いている。 

・コミュン、CAP の情報が CGS を通してコミュニティ全体に伝わるようになった。 

負 担 ・CGS 活動は自分たちの村の利益になると知っているので、負担は大きくない。 

・村人のなかにはCGS活動費の支払いが困難なものもいるが、今払えなくても将来払えると

きに払ってもらうようにしている。 

モニタリン

グ 

・活動をしているかメンバー間で確認している。 

・活動を実施していない場合、1,000Fcfa を罰金として支払うことをメンバー間で決定した。 

持続可能

性 

・個人で共益金の支払いが難しい場合も、収入創出活動である農場をみんなで運営して収

入を得ることで、財政的に持続可能である。 
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2010 年 11 月 24 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 24 日(水) 15：00 ‒ 16：00 

場 所 Bauya 小学校 

面談者 

（敬称略） 

Bauya CGS メンバー13 名（議長、学校プロジェクト担当者、会計係、書記、啓発担当、女子

就学担当、監査、学校校長、教師代表、生徒代表、保護者代表、市民社会組織代表）、保

護者 24 名、村長、コミュン長、コミュン教育担当者 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・プロジェクト 1 年目からの対象校 

・公立校 

・全生徒数 264 名（男子生徒 117 名、女子生徒 147 名） 

新 CGS 設

置 

・CGS は民主選挙で選ばれた。 

・村人の多数が CGS 選挙に参加した。 

・NGO の CGS 設置に関する説明は分かりやすかった。 

活 動 ・1 カ月に 1回 CGS 会議を開催 

・必要に応じて別途会議を開催 

・住民集会を年に 3回開催 

・教員用宿舎建設 

・教員給料支援 

利 点 ・新しいCGSが設置されてから教育の重要性が理解できた。女子に対する教育の理解が深

まった。 

・子どもが学校に行くようになった。学校に女子生徒が男子生徒よりも多くなった。 

・以前は、小学校を修了した女子児童の多くが、家庭に入り家事手伝いをすることが多かっ

たが、今は中学校に進学させる保護者が多くなった。 

・保護者のニーズに応え、CGS がイニシアティブをとって CAP に対し中学校新設の要請書

を上げた。承認待ちである現在は、コミュニティ中学校を開始し、公立中学校が設置される

までの間の臨時措置として、地域住民の理解を得ながら中学校教員の給料等を支援して

いる。 

・以前は何をすればよいか分からなかったが、今はCGSを中心に具体的に活動を実施でき

るようになった。 

・みんなで意見を出し合うことで、問題の解決法が編み出せるようになった。 

・CGS 連合を通して他の CGS と情報を共有するようになった。 

困 難 ・新 CGS 設置後、人々の財政的負担が増えたことが初期の問題であった。 

・CGS活動時に、メンバーによっては他の活動がありCGS活動に参加するのが難しかった。

・CGS が村に活動報告をするとき、簡単に理解してくれない人がいた。 



 －127－

・学校活動計画に策定した活動で、財政的に現実的でないものがあった。 

解決法 ・会議を開催し、CGS 活動費の使い方や活動の重要性を説明した。 

・住民集会開催時に問題を共有し、解決に努めた。 

・コミュン長や、CAP、NGO に連絡をとって支援を求めた。 

CGS メンバ

ー 

・CGS メンバー間の関係に問題はない。 

・会議で合意をするのに時間がかかる。 

CGS 連合 ・活動を報告している。 

・CGS 連合は問題の解決法が見つかる機会となるなど、役に立っている。 

持続可能

性 

・村人は教育の重要性を理解したので新しい CGS モデルは持続すると思う。 

・既にやり方を学んだので持続できる。 

負 担 ・CGS 活動から得られる利益は大きいので、活動や財政の負担は問題ない。 
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2010 年 11 月 24 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 24 日(水) 16：30 ‒ 17：30 

場 所 Bauya 小学校 

面談者 

（敬称略） 

Keme Kafo コミュン長（Mamourou Sidibe）、デニェコロコミュン教育担当者（Djonegue 

Maicco）、デニェコロコミュン長（Lamine Dembele）、デニェコロ事務局長（Sernaidui Dabou） 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

ニーズ ・子どもを学校に送ると、良い成績をとって学業で成功してほしかった。 

・クラスが足りておらず、必要であった。 

・質の良い教師を育成するためのトレーニングが必要であった。 

・児童、特に女子の就学率の向上が必要であった。 

CGS 活動

と影響 

・CGS メンバーは会議に参加し、活動をしている。 

・CGS の活動は地域の教育に関するニーズを解決した。 

・村人は教育への理解を深めた。以前はコミュン長と学校の校長に学校運営の責任があっ

たが、プロジェクト開始後は村全体に責任があるという考えが共有された。 

・CGS 活動に参加することで、問題の改善が進み、自分たちの利益になっている。 

・CGS 自体が課題を解決することができるようになった。 

CGS とコミ

ュンの関係 

・CGS は自分たちで学校活動計画を策定するようになり、コミュンに計画を報告するようにな

った。CGS とコミュンの関係は強化された。 

・コミュンは以前から教師の給料や学校の備品を校長に渡している。校長は CGS のメンバ

ーの 1人なので、これはコミュンが CGS を財政面からしているのと一緒だと考える。 

・村での CGS 総会の前でも相談したいことがあれば、CGS はコミュンに相談にやって来るよ

うになった。 

・コミュンはアドミ方面から CGS を支援している。 

・CGS が村人全体に伝えたいことがあるとき、コミュンは CGS がラジオを使って連絡できるよ

うに支援している。 

CGS 連合 ・CGS 連合の役割は明確である。 

・会議で CGS はコミュンに活動や課題を報告する。コミュンの教育担当者が CGS の活動を

知る機会になっている。 

・違う CGS 間でも意見の共有ができ、問題が解決されるようになった。 

・CGS 連合は続けていくべきである。 

AE 、 CAP

との関係 

・分権化されて政府から資金がコミュンに直接入るようになり、コミュンには資金管理の責任

ができた。AE や CAP のなかにはこの変化を好ましく思わない者もいるため、関係がこじれ

たことがある。 

・政府から AE と CAP にも資金が行くが、それは主に教育インフラに使用されるものである。
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・CGSのためにコミュンからCAP と連絡をとる必要が生じたため、CAP とコミュンの関係は新

しい CGS の設置により改善した。 

NGO ・NGO の活動は役に立った。 

・説明が十分にできていた。 

困 難 ・CGS との会議開催時にコミュンが財政的にCGS をサポートすべきだと思っており、CGS の

参加者に交通費を支払う必要がある。 

→会議参加者への交通費などの支給のため、CGS連合に参加するCGSは金額を定めて

自分たちで積み立てをすることに決定した。 
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2010 年 11 月 25 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 25 日(木) 8：10 ‒ 8：40 

場 所 ファナ CAP 所長室 

面談者 

（敬称略） 

ファナ CAP 所長（Garedou BABRI） 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

ニーズ ・プロジェクト前は、コミュニティは教育の重要性を知らなかった。プロジェクトは教育の新し

いビジョンを与え、教育の重要性が認識され、村人のなかでも教育環境改善の要求が高

まった。 

・2004 年、政府は CGS を設置することを取極めた。CGS はプロジェクト前から存在したが、

CGS メンバーは民主的に選ばれてはおらず、村人を活動に動員することもできず、活動を

していなかった。 

・政府も新 CGS モデルを全国に普及することを決定し、プロジェクトは国の教育ニーズに合

致したものであった。 

新 CGS 設

置の影響 

・NGO が新しい CGS 設置の説明を行い、新 CGS モデルに村人は喜んだ。 

・村人は自分たちで CGS メンバーを選んだので、CGS 活動にも参加している。 

・CGS は学校活動計画や学校プロジェクトを策定し、実行している。 

・村人への啓発によって、村人は教育活動に関心を高めた。 

・学校は村の中心のような存在となった。 

モニタリン

グ 

・CGS 連合会議に全CGS は参加する。 

・CAP コミュン連絡協議会によって CGS との関係は強化された。 

NGO ・NGO は村人に計画実行のスキルを教え、新 CGS の成功に貢献した。 

・啓発と説明がプロジェクト成功の鍵である。 

・CAP も NGOが行った活動をできると思う。 

持続可能

性 

・運営のしかたを理解した村人は今後も新 CGS モデルを続けられると思う。 

・村人は CGS 活動による結果を知っているので、続けるだろう。 

・うまく機能していない CGS も少し存在しており、CGS の持続が困難だと思われる村もある。
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2010 年 11 月 25 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 25 日(木) 10：30 ‒ 11：30 

場 所 Songa 小学校 

面談者 

（敬称略） 

Songa CGS メンバー14 名（うち女性 3 名）（議長、学校プロジェクト担当者、会計係、書記、

啓発担当、女子就学担当、監査、学校校長、教師代表、生徒代表、保護者代表、市民社

会組織代表）、保護者など他参加者約 65 名（うち女性約 15 名）、CAP CGS 担当官、コミュ

ン長、コミュン教育担当議員 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・プロジェクト 2 年目からの対象校 

・コミュニティ学校 

・生徒約 100 名（男子生徒約 60 名、女子生徒約 40 名）、教師 4名 

新 CGS 設

置 

・CGS は民主的な選挙で選出された。 

・以前はCGSの役割や責任を知らなかった。だれかが勝手にCGS メンバーを選んでいた。

・村人の多数が選挙に参加した。 

・民主的な選挙で適切な人が CGS メンバーに選ばれた。 

・CGS メンバーは活動しており、村人も CGS を信頼している。 

・総会で CGS は教育の重要性を村人に伝えている。 

活 動 ・教員宿舎建設 

・教室建設 

・教員給料支給 

・教材備品調達 

・CGS メンバー会議毎月 1回開催 

・住民集会年 3回開催 

成 果 ・以前の CGS は計画がなかったので活動に問題があった。新しい CGS は村人に活動を報

告している。 

・新しいCGSが設置されてから、村人が活動に参加できるようになった。（特に、女性が自由

に参加できるようになった） 

・村の就学率が向上した。 

・村人は新しい CGS を信頼している。 

・村自体でも人々の信頼関係が増した。 

・教育の重要性が分かったので、人々は子どもを学校に送るようになった。 

・以前は多くの問題が存在し解決法はなかったが、新 CGS 設置後は地域住民みんなで多

くの問題も 1つずつ解決できるようになった。 

NGO ・NGO は CGS の役割を分かりやすく教えてくれたので、説明はよく理解できた。 
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・NGO は村人みんなに参加を呼びかけたので、説明会や研修には村の多数の者が参加し

た。 

CAP 、コ ミ

ュンとの関

係 

・CAP とコミュンからはスキルを教えてもらい、良い協力関係が築けている。 

・以前は CAP やコミュンから教育に関する情報が流れてこなかったが、今は情報が入るよう

になった。 

困 難 ・物理的な貢献は村人全員が一緒になってできるが、財政的なサポートは村人によって難

しい場合がある。 

・計画をするときは村人と決めることで、貧しい人も貢献できるように考えている。 

・村にコピー機がないので、コピーをしようと思うとファナの中心街（車で 1 時間半）まで移動

する必要があり報告書を複数作成する必要がある場合、困難に感じる。 

・CAP 事務所が遠いので、報告書を提出するのに困難に感じる。 

→この発言を受け、CAP 教育担当者より、報告書は CGS から CAP に直接提出するので

はなく、コミュンに提出すること、その後コミュンから CAP にその報告書が提出されるのが

本来の流れであることが全体に補足説明された。 

持続可能

性 

・負担は感じるが、子どもたちの将来のためになるものであり活動から得られる利益が分か

っているので、今後も財政的・物理的な負担は担えると考える。 

・プロジェクトは教育発展のためのスキルを教えてくれたので、今後も持続できると思う。 
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2010 年 11 月 25 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 25 日(木) 11：30 ‒ 12：30 

場 所 Songa 小学校 

面談者 

（敬称略） 

Tenenbougou コミュン長（Fassoun Doumba）、教育担当議員(Tiecoura Fomba)、ファナ CAP 

CGS 担当官（Maricoule Camara） 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

新 CGS の

影響 

・新しい CGS は学校活動計画を村人やコミュンに報告する。コミュンは村で必要とされてい

る事項が分かり、CGSの活動を助けることができるようになった。[例]CGSが教師のモニタリ

ングを実施すると計画したとき、技術的な支援はCAPが行うことができるので、CGSの要望

をコミュンが CAP に報告して、支援を得ることができるようになる。 

・コミュンが上に提出するコミュンのアクションプランを策定するときにも、各 CGS から提出さ

れた「学校プロジェクト」や「学校活動計画」を基に村の教育に関する要望を酌み取った具

体的な計画を立てることができるようになった。 

・CGS の活動は村人と会議を開催して話し合い、要望を見つけて計画を策定しているの

で、村の要望に合致している。 

・村人は財政的・物理的なサポートについて会議で話し合うので、適切な支援や活動がで

きている。 

CGS と の

関係 

・今の CGS とコミュンの関係は良好である。 

・以前は問題があったときだけ CGS はコミュンに来ていたが、今は問題がないときにでもコミ

ュニケーションをとるようになった。 

・CGS の報告書はコミュンに届けられる。コミュンは CAP にその報告書を提出する。 

CAP コミュ

ン連絡協

議会 

・協議会には参加した。 

・アドミ面において CAP と連帯している。 

・CAP とコミュンが経験や意見を交換できる場である。 

困 難 ・コミュンはCGSメンバーから助言を求められても対応できないときがある。例えばCGSがコ

ミュンに学校建設を求めたが、予算の都合上、ニーズのあるすべての学校に財政的な支

援はできない。 

・CGSはコミュンに連絡をせず、直接CAPに連絡してしまい、コミュンが飛ばされてしまうこと

があり、CGS に連絡手順の研修が必要だと感じる。 

NGO ・CAP のメンバーが、NGOが行ったような研修を実施できると思う。 

インパクト ・CGS はモニタリングのスキルを取得した。 

・村の人々はCGS の活動が忙しくて、自分たちの活動に支障が出ているかもしれない。 

・ネガティブなインパクトは特にない。 

持続可能 ・コミュンは今後も CGS 活動を支援していく。 
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性 ・コミュンは選挙によって5年に1度メンバーが変わるので、次回選挙後の新しいメンバーに

なったときに持続するかは不明である。 

・コミュン長が教育担当議員を任命する権限をもっているが、選出の基準は、「仏語ができる

か」「学歴があるか」ではない。当議員の教育に対する情熱や能力の有無が重要であり、

持続的な CGS 活動を支援していくうえで重要である。 
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2010 年 11 月 25 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 25 日(木) 14：30 ‒ 15：30 

場 所 Zantiguila 小学校 

面談者 

（敬称略） 

ファナ CAP CGS 担当官（Maricoule Camara） 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

ニーズ ・政府は分権化を進めており、地方政府を支援している。 

・コミュニティが教育に参加する手段として CGS は適切である。 

成 果 ・以前は CGS の役割と責任は明確になっていなかった。現在コミュニティは啓発され、やる

気になっている。 

・新しい CGS はコミュニティで、政府が本来果たすべきであった役割を果たしている。 

・以前、教師は数カ月も給料を得ることができなかったこともあるが、今は CGS によって教師

の給料支払いの問題は解決できるようになった。また、CGSのなかには教師の給料を上げ

ることができるところもある。 

困 難 ・困難はあるがベストをつくしている。 

・CAP は知識集団なので、その人たちが非識字者に対して実践的に物事を教えることに慣

れておらず、そういう意味でコミュニティと CAP の間にはコミュニケーションに課題がある。

（CAP 教育主事のなかには、他地域から異動してきた職員もおり、現地語が流暢に話せな

い指導官も多いため） 

→解決法：CGS メンバーを CAP 事務所に招いたり、CAP 担当者が村に行き CGS メンバ

ーと面談をするなどして第三者立ち会いの下で対応。 

・CGS のなかにはあまりにも教育の発展に責任をもち活動熱心であったために、校長が自

分の職務のじゃまをされている気になるという問題が発生したケースがあった。校長は

CGS メンバーなので CGS 間の不十分なコミュニケーションなども問題の発端であったので

あろう。 

NGO ・CAP メンバーは NGOの介入により、自分たちの教育分野での役割を取られるのではない

かと思った。しかし、その後CGSが村で実際に活動を開始したのち、CAPメンバーはNGO

の果たした役割の重要性を理解することができた。 

関 係 【AE との関係】 

・以前AEはフィールドで活動をしなかったが、新しいCGSの設置後AEはCAPに出向くよ

うになり、CAP は AE と一緒にフィールドに訪れるようになった。 

【コミュンとの関係】 

・CGSはコミュンに連絡し、コミュンがCAPに連絡するようになり、CAP とコミュンの関係は強

化された。CGS の報告書もコミュン経由で送られてくる。 

・コミュンのスタッフは CAP を訪れるようになった。 
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CGS 連合 ・CGS 連合は会議の報告書を CAP に提出する。 

・連合のなかには CAP に会議への参加を求めるところもある。 

・連合はコミュン内の毎回違うCGSで開催される。コミュン事務所で開催されないことで、コミ

ュンと CGS が対等な関係を築くのに役立っている。 

持続可能

性 

・コミュニティメンバーは新しい CGS のシステムを理解し、やる気をもっているので今後も維

持できると思う。 

・持続に大きな支障はないと考える。 
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2010 年 11 月 25 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 25 日(木) 15：30 ‒ 16：30 

場 所 Zantiguila 小学校 

面談者 

（敬称略） 

Zantiguila CGS メンバー5名（うち女性 1名）（議長、会計係、書記、女子就学担当、啓発担

当）、ファナ CAP CGS 担当官（Maricoule Camara） 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・プロジェクト 2 年目からの対象校 

・コミュニティ学校 

・生徒数約 330 名（うち女子約 165 名） 

新 CGS 設

置 

・民主的な選挙が実施された 

・NGO による新 CGS 設置に係る説明は分かりやすく、よく理解できた。 

活 動 ・教員の給料支払い 

・教員宿舎建設 

・トイレ設置 

・学校倉庫設置 

・CGS議長ともう1人のCGSメンバーが毎朝学校に行き、生徒が出席しているか確認してい

る。来ていない子どもがいれば家に行って理由を尋ねている。 

→毎日行っているが、教育の向上に役立つと思うので負担ではない。また、選挙で選出さ

れたので役割をしっかりと果たしたい。 

・女の子がいる家庭、就学年齢に達しているが子どもを学校に送っていない家庭を 1 軒ず

つ回って、女子、子どもたちには教育が必要であると説得している。 

負 担 ・村人の支援がCGS の財源になっている。各家庭年間 5,000Fcfa 支払うように決めている。

支払い状況はチェックしているので、支払っていない家庭は村長などに報告される。支払

いができない貧しい家庭は支払えないことで非難はされない。払えるときに払ってもらう。 

CGS 連合 ・各 CGS がそれぞれの問題を報告する場であり、経験を共有することができる。またアドバ

スを得ることができる。 

・今後も続くべきだと思う。 

・CGS は CGS 連合に資金を積み立て、CAP に行くときや CGS 連合会議開催時の交通費

や食費に充てている。各 CGS 年間 7,500Fcfa と決めている。 

モニター ・活動が実施されているかメンバー全員がモニタリングに参加している。 

・報告書を書いて CAP に渡している。CAP は来てアドバイスをしてくれる。 

効果・影響 ・CGS の啓発活動によって子どもは教師を尊敬するようになった。 

・以前、子どもたちは家で勉強をしなかったが、CGS が親に家で勉強をする必要性を住民

集会で伝えて、子どもは家でも勉強をするようになった。 
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・CGS になって教育の重要性を知りスキルを身につけた。また、自分は子どものときに学校

に行かなかったが、学校に行っていたらもっと可能性があったであろうと考える自分の体験

を、住民集会などの機会や、実際に家庭を巡回して啓発する際に子どもの保護者に話す

ことで、教育の大切さや勉強をすることの必要性を伝えている。 

・村の教育はプロジェクトのおかげで発展した。 

持続可能

性 

・自分が次回の CGS 選挙のあとも CGS メンバーになれば、新しい CGS の役割を果たし、

CGS モデルを維持できると思う。もし選挙後にメンバーは変わったとしても、次の CGS メン

バーにアドバイスをして助けることができると思う。 
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2010 年 11 月 26 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 26 日(金) 10：00 ‒ 11：30 

場 所 プロジェクト事務所 

面談者 

（敬称略） 

クリコロ AE CGS 担当官（Bakary D Traore） 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 Bakary 氏は 2006 年より AE の CGS 担当官に任命されている。 

効果・影響 ・プロジェクトが始まる前から、国で定義したCGSは明確で、学校運営を担うというCGSの役

割を理解していた。そのため当初はこれまでの CGS とプロジェクトのいう新しい CGS の違

いが分からなかった。 

・プロジェクト前のCGSは機能していなかったが、プロジェクト後にCGSは機能し始めた。新

モデルは実用的であり、以前の CGS モデルは理論的であったことが分かった。以前は事

務所でのみ働いていたが、今は村に出て行くようになった。 

・プロジェクトには満足している。プロジェクト開始前から CGS 担当官であり、CGS が機能す

ることで教育の発展に CGS が役に立つことが分かった。 

・プロジェクトは財政を支援しているのではなく、スキルを伝えている。 

・新 CGS で人々が教育活動に参加するようになった。 

・JICA 開催の CGS 研修はすべて参加した。そこで学んだスキルを他の CGS オフィサーに

伝えることができる。例えば、来週他のドナー（国連児童基金：UNICEF）が CGS 研修を実

施しようとしており、AE はプロジェクトで得たスキルをそこで伝えることができる。（UNICEF

と JICA プロジェクト間で、既に意見交換はされており、当研修はプロジェクトで作成した研

修マニュアルを使用して実施するとのことである。Bakary 氏は当研修の講師を務める） 

ニーズ ・以前、教育は中央集権化していたが、今は分権化した。 

・2004 年に政府が CGS をマリ全国に設置するように決定した。 

・教育省が新 CGS の活動を視察しに村を訪問する機会があり、担当者は新 CGS モデルの

有効性を認め、全国普及することを決定した。 

CAP と の

関係 

・CGS 連合に AE は参加しないが、CAP オブザーバーが参加し AE に報告をする。 

・CGS 連合会議の報告書を AEは CAP より受け取る。 

CGS 連合 ・関係者が意見を交換し、情報を共有する場。 

・CGS の活動を支援し、CGS の活動が成功するよう助ける場として重要である。 

・会議のあと、情報やアドバイスを得た CGS メンバーは村の他の人たちと共有する。 

CAP コミュ

ン連絡協

議会 

・AE も参加した。 

・意見を交換し情報を共有する場であり、参加してとても役に立つと思った。例えば、今はス

ペインに住んでいる村の出身者に CGS が寄付を求めたところ多額の寄付を得て教室を 3

つ増設したという事例があり、その情報を協議会のときに共有し、他の CGS も同じ方法で
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寄付を呼びかけた。 

持続可能

性 

・プロジェクト終了後も、CGS メンバーは活動に慣れているので CGS は活動を維持できると

思う。 

・CGS が活発であれば、CGS 連合会議も CAP コミュン連絡協議会も活発であり続けると思

う。 

・財政が不足しているのが課題である。 

・財政面以外に、新しい CGS システムを続けるうえでの困難や支障はないと考える。 

NGO ・校長は村のことをよく知っているという強みがあり NGO の代わりに役割を果たすこともでき

るだろうが、NGO を活用する方が次の利点がある。 

1．村によっては校長の意見を受け入れたがらない地域がある。 

2．NGO は契約によって期限を決めて実行することが義務づけられている。校長の場合、

CGSに関する活動が義務とはならずうまく実行できなくてもよいという状況になってしまう可

能性がある。 

3．NGO は割り当てられた役割に集中して活動することができる。校長はそれ以外にも果た

すべき役割があり時間の制約が大きい。 

インパクト ・コミュニティメンバーは教育の発展に責任をもつようになった。 

・以前は子どもを学校に行かせたくない親は校長にヒツジなどの貢ぎ物をして子どもを学校

に行かせないようにしていたが、今は状況が反対になった。村人は子どもが学校に通い続

けられるように支援するようになった。 

・子どもが教育を受けることで、子ども自身だけでなく、親やコミュニティも利益を得ている。 

・以前は学校や教育の問題があっても政府やコミュニティは解決できなかったが、今はコミュ

ニティが解決できるようになった。政府が果たすべきことをコミュニティが実行している。 

・ネガティブインパクトはない。 
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2010 年 11 月 26 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 26 日(金) 15：20 ‒ 16：10 

場 所 プロジェクト事務所 

面談者 

（敬称略） 

CAEB NGO：Boua Kori (Project assistant), Lrzan Kone (Animator), Maham oudou 

(Animator), Fadeba Dourbta (Animator) 

調査団：鈴木団員 

議 題 内容（敬称略） 

活 動 ・計画どおりに活動を実施した。 

・70 日間で 2つの CAP の下にある 22 コミュンで活動を完了させた。 

困 難 ・雨期は道が悪く村への移動が困難であった。 

・村人は雨期の時期、農業で忙しく研修に十分時間を割けない。 

→解決：コミュンに連絡をして、ラジオを使わせてもらい、ラジオを通して CGS 選挙の大切

さを伝え、村人に参加を呼びかけた。 

・このプロジェクトでは、村での研修なので村人に手当・昼食を与えないことになっていた

が、研修に参加して手当をもらうことに慣れていた村人は、NGO が村人に充てられた手当

を渡していないのではないかという疑いをもった。 

→解決：研修中で教育への関心を高め、本プロジェクトは資金を支援するのではなく、ス

キルを伝えるものであると理解してもらった。 

・村人は民主的な選挙に慣れていなかった。 

・既に存在した CGS は新しい CGS 設置に満足していなかったが、説明することで理解して

もらった。 

→問題があるときは校長や村長に連絡をし、小ミーティングを開いて問題を伝え、教育と

新 CGS 設置の重要性を伝えて協力を求めた 

専門家 ・日本人専門家とは協力して活動した。 

・日本人と過去に一緒に働いたことがなく、期限に厳しいことや会計システムなどに最初は

慣れなかったが、学ぶことができた。 

AE、CAP、

コミュン 

・教育担当官は主体的に活動している。 

・NGOは彼らと良い関係を築くことができた。 

協 力 ・以前からプロジェクトで活動しているCDIFMEは、あとから参加した自分たちに経験を伝え

てくれるなど協力的であった。彼らから学ぶことができた。 

・弊 NGO が自主的に開催した NGO 啓発員養成研修では、CDIFME をアドバイザーとして

招きお互いに意見を出し合って、研修のやり方を向上させることができたと思う。 

コスト ・研修コストに特に問題はない。 
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2010 年 11 月 29 日 

議事録 

日 時 2010 年 11 月 29 日 (月) 14：30 ‒ 17：30 

場 所 プロジェクト事務所 

面談者 

（敬称略） 

教育省地方分権化・分散化支援室（CAD/DE） ：ABOU Diarra 室長 

調査団：丹原団長、甲田団員、桑畑団員（記録）、THIAO 団員 

プロジェクト専門家：尾上専門家、齋藤専門家、岩田専門家 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・終了時評価調査の評価方法に関し、DAC5 項目に沿って実施することなど、評価基準の

概要を説明したのち、ミニッツの提言部分につき、CAD/DE 室長と意見交換を行った。要

旨は以下のとおり。 

モニタリン

グシステム 

・CAD/DE の主導の下、プロジェクト目標は総合的におおむね達成している。しかし、モニ

タリングシステム及びCGS モデルの公式化に関しては、引き続き何らかの対応を検討する

必要がある。（丹原） 

・プロジェクトは、これまでの進捗状況を踏まえ、大きな成果を上げていることから、提言は

多くないと考えている。本プロジェクト（以下「PACGS」）モデルは、マリ国教育セクター投資

計画（以下「PISEⅢ」）にも組み込まれており、地方分権化にも大いに貢献していることは

明白である。（Diarra 室長） 

・モニタリングシステムに関し、コミュンレベルの CGS 連合及びコミュン CAP 連絡協議会は

定期的に活動されていると思料。これが組織化すれば、コミュニティー間の地域フォーラム

形成につながると考え、近い将来教育省からの予算措置も考慮し得る。（Diarra 室長） 

・教育省は、PISEⅢに組み込まれた「キダル州を除く約 1,000 校において機能する CGS を

設置する」ことについて、全面的に支援する姿勢であり、これは今次の合同調整委員会の

機会においても、改めて確認できると思料。（Diarra 室長） 

コ ミ ュ ン

CAP 連絡

協議会 

・コミュン CAP 連絡協議会は、情報共有の観点から重要な役割を担っている一方で、定期

的な開催が困難な状況である。そこで、本協議会は、情報共有の場として位置づけること

とし、モニタリングシステムのモデルには取り入れないことを提案する。協議会の役割を明

確にしつつ、他方で、CGS の報告書の回収を可能ならしめる代替システムを要検討。（丹

原） 

・PACGS の成功は、コミュン CAP 連絡協議会の運営が鍵となっている。同協議会は、①

CGS活動のコミュン間の経験共有の場として役立っており、また、②CAPがCGSの活動内

容を把握し、同時にCGS の活動情報を教育省ラインで把握する機会として意義がある。し

かし、これまで協議会が定期的に開催されてこなかったことは事実であり、その理由のひと

つとしては、資金要因が挙げられる。これには、協議会参加のための移動に係る交通費支

給に向けた解決策を見いだすべきであるが、CGS の積立金から回収するか、CAP の負担

とすべきか、政府から支給すべきかなど、今後の検討事項として挙げられる。本件につい
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ては、JICA の助言を得つつ、解決策を模索し、プロジェクトの期間終了までにプロジェクト

が自立してモニタリングを持続できる方法を見いだすべきである。（Diarra 室長） 

・資料回収には、低コストかつ簡素化されたモニタリングシステムを開発する必要がある。

（丹原） 

・コミュン CAP 連絡協議会がこれまで開催されなかったことから、短期的解決策として、プロ

ジェクト 3 年目に関しては、同協議会をモニタリングシステムの位置づけからいったん外す

ことを提案したい。（丹原） 

・その場合、CGS に公的にレターを発行し、報告書を回収することは可能である。また、

CAPのCGS担当官による補完的巡回モニタリングを実施することでも（その交通費の支出

元について別途議論すべきであるが）、報告書の回収は可能である。一方で、両案ともに

情報共有は実施されないことになる。本協議会開催については、報告書回収を目的に、

低コストかつ簡素化されたシステムの開発は重要であるものの、集結することの重要性も

無視できない。（Diarra 室長） 

・CAD/DE はファスト・トラック・インシアティブ（FTI）枠組み内で、本連絡協議会の資金調達

ができるよう要請しており、その結果が出るまで一時的に短期間の解決策を試行すること

はできると考える。（Diarra 室長） 

資金源 ・世銀により財務省に資金援助がなされている案件（Appui Direct à l’Amélioration de 

Rendement Scolaire：ADARS）で、教育案件にひも付けられた支援が規定されているにも

かかわらず、実際の使用用途が明確になされていないことから、世銀の働きかけによっ

て、今後当資金をCGS活動に割り当てるよう規定する公的文書作成の案があり、これが実

現すると、2012 年度予算で、CGS 活動費として使用できると考える。詳細については、

Fofana 氏に追って確認したい。（Diarra 室長） 

・技術支援の一環として、日本の立場からマリ国政府もしくはマリ国財務省に対し、CGS 活

動の資金を充当するよう提言されたい。（Diarra 室長） 

・世銀からの情報により、財務省にて教育分野にひも付いた支援は、既に何らかの法令に

規定されているとのこと、その使用用途を明確にし、CGS 資金に充当できるよう働きかける

必要がある。（Diarra 室長） 

・上述の資金獲得につき、長期的視点から将来的に取り込めると望ましいが、現時点でより

実現可能性の高い資金源について議論を深めていきたい。（丹原） 

CGS 連合 ・CGS連合は重要な役割を担っている。この組織は、PACGSで開発されたものであり、無記

名投票による CGS メンバーの選出を含め、法的文書にて位置づけられたものではない。

本件に関し、CAD/DE の今後の対策はいかが（丹原）。 

・PACGSは、現行の1,013校を含め全国展開に向けて活動してはいるものの、現状は、第1

フェーズを実施中であり、プロジェクトの試行段階にある。まずは、プロジェクトの基盤を固

めるべきであると考える。他方、現プロジェクトの成果を踏まえ、今後、法的に規定すること

自体には同意する。（Diarra 室長） 
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・マリ国政府が「機能する CGS モデル」の重要性について十分理解されていることは、国家

戦略（PISEⅢ）のなかに CGS モデルに関し、規定されていることからも明らかである。よっ

て、現段階で CGS 連合について、法的文書の整備に取りかかるべきであり、2011 年 1 月

のアトリエまでにモニタリングモデルの最終化に努めるべきである。（丹原） 

第 2 フェー

ズ に向 け

て 

・2011年 1月のアトリエにおいては、PACGSの成功事例及び第2フェーズに向けた準備事

項について、関係者間で認識を合わせる必要がある。また、別途機会を設け、関係者間

で全国展開に向けたおのおのの責任と役割を明確にし、必要予算を提示するとともに、そ

れらを文書化する必要があると思料。（Diarra 室長） 

・第 2 フェーズでは、モニタリングシステムが新たに開発されているはずである。それには、

まず、全過程の資金源が確実に担保されているべきである。現在は、第 2 フェーズを予測

した全国展開の方策につき、経験を重ねる段階である。（Diarra 室長） 
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2010 年 12 月 1 日 

議事録 

日 時 2010 年 12 月 1 日(水) 14：20 ‒ 15：20 

場 所 教育省 省内会議室 

面談者 

（敬称略） 

教育省：DOUGNON事務次官、Diakité 技術顧問（地方分権化・分散化担当） 

調査団：CAD/DE 室長 ABOU Diarra 氏、丹原団長、甲田団員、鈴木団員、桑畑団員（記

録） 

プロジェクト専門家：尾上専門家、齋藤専門家、岩田専門家 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・PACGS 終了時評価調査団の表敬を兼ね、調査結果（中間報告）と今後のプロジェクトの

進め方を簡潔に説明した。また、評価調査の結果、モニタリングシステムが十分機能する

よう見直す必要があり、今後、約 6 カ月プロジェクトを延長し、機能するモニタリングシステ

ムを開発する必要性を述べた。また、要請されている本プロジェクトの第 2 フェーズ実施に

あたり、資金源の確保〔特に日本社会開発基金（JSDF）申請〕及び教育省の予算確保が

必要条件であることを説明し、次官の同意を得た。 

面談内容 ・CGS の設置以前から保護者会が存在し学校の運営に住民が参加する下地があったが、

地方分権化政策の一環として CGS が設置されてからコミュニティによるより主体的な学校

運営が可能となった。しかしながら現状では機能していない CGS が多く存在しているた

め、これらのCGSをいかに機能化させるかについて、政府として検討している。教育省とし

てはマリ国内のすべての学校にＣＧＳを設立することをめざしており、CGS を機能化させ維

持させるために、教育の地方分権化の責任を担う行政機関（AE、CAP、コミュン）の強化を

通じて CGS の運営をフォローする。（DOUGNON次官） 

延 長 フ ェ

ーズ 

・延長フェーズは、モニタリングシステムの確立のためにぜひ実施してほしい。マリ国政府と

しても機能する CGS の全国展開に合わせて 2012 年度予算で CGS の強化支援に関する

予算項目を設けて計上する予定である。（DOUGNON次官） 

・将来的には、CGS を高等学校（Lycée）まで実施したい。学校がコミュニティの所有となるよ

うに進めていきたい。（DOUGNON次官） 

・第 2 フェーズの資金獲得のため、JSDF を申請するにあたり、日本と世銀のプロセスにのっ

とって手続きを進める。（DOUGNON次官） 

CGS 法制

化 

・現行の CGS 関連法令には、CGS の民主選挙による設置や CGS 連合など機能する CGS

モデルに必要な要素についての記載がないため、ぜひ法制化について検討頂きたい。

（尾上） 

・確かに CGS に関して法的根拠は不足している。また、保護者会との混乱を避けるために

も、これはぜひ制定する方向で進めたい。（DOUGNON次官） 
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2010 年 12 月 1 日 

議事録 

日 時 2010 年 12 月 1 日(水) 15：30 ‒ 16：30 

場 所 米国国際開発庁（USAID） PRADDE‐PC プロジェクト事務所 

面談者 

（敬称略） 

USAID：TOURE Allaye Boureima (Chargée du Projet du PRADDE-PC)  

調査団：丹原団長、甲田団員、桑畑団員（記録） 

プロジェクト専門家：尾上専門家 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・PACGS 終了時評価調査の結果（中間報告）及び今後の進め方を端的に説明したのち、

USAID PRADDE-PC の PACGS に対する見解を聞き、USAID の地方分権化に係るプロジ

ェクトについて概要説明を受けた。 

・USAID は、PACGS 同様、教育省地方分権化・分散化支援室（CAD/DE）内に執務室を構

えている。2010 年 9 月より、定期的に、地方分権化に関する類似案件をもつスウェーデン

開発庁（SNV）、USAID（PGP2、PRADDE-PC）、JICA（PACGS）及び教育省（CAD/DE）で

事業内容や共通事項について議論し、情報共有に努めている様子。 

・TOURE 氏は、社会市民活動に熱心で、CGS 連合の法制化に関し、その重要性を強調。

同日午後、教育省事務次官がCGSの法制化に関して積極的な態度を示していたことを報

告し、今後の法制化に係る協力を依頼した。 

・USAIDのプロジェクトでは、教育行政ライン〔統計計画局（CPS）、財務管理局（DAF）、アカ

デミー（AE）、県教育指導センター（CAP）、教育省官房〕及び地方自治体ライン（コミュン、

地域共同体、CGS）の計画策定、活動実施、モニタリングに関する能力強化を目的として

いる。 

議論内容 ・これまでの調査においては、評価結果は極めて良好である。しかしながら、CGSのモニタリ

ングに関する達成は難しい。現段階では、プロジェクト期間の 6 カ月程度の延長及び第 2

フェーズの実施を検討している。PACGS は、機能する CGS の実施に注力することとし、教

育省及び現場における関係者の協力を得ることを依頼し、全国ワークショップの開催を予

定している。（丹原） 

・PACGS と PRADDE-PC は、活動目的、活動内容においても相互補強できるもので、協働

できる道をプロジェクト開始当時から検討してきた。PACGS は、CGS を通じた計画策定、

運営、モニタリングなどの活動により地方共同体の能力強化をしているだけでなく、低コス

トで分かりやすく設計されており、マリ人としてこのプロジェクトを喜ばしく思う。（TOURE

氏） 

・PRADDE-PC は保護者会（APE）、CGS、母親会（AME）を対象にプロジェクトを実施してい

る。PRADDE-PC、PACGS、SNV、PGP2（USAID）間で2010年9月より、互いに悪影響がな

いよう、情報共有会議を開始した。（TOURE 氏） 

・今後の PRADDE‐PC の予定としては、コミュンを通じて 100～200 米ドルを学校に支援す
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る。これは、コミュンが提出するコミュニティによって作成された活動計画表を基に支給する

ことで計画している。プロジェクトとしては、コミュンが活動計画表に従って資金を運営する

能力があることを確認したい。現在、このガイドを作成中である。（TOURE 氏） 

・PRADDE-PC の作成するモニタリングシステムを PACGS に適応できるものと考える。

（TOURE 氏） 
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2010 年 12 月 2 日 

議事録 

日 時 2010 年 12 月 2 日(木) 8：00 ‒ 8：30 

場 所 フランス開発庁（AFD） 

面談者 

（敬称略） 

AFD ：Marion BUTIGIEG 教育保健案件担当 

調査団：丹原団長、甲田団員、桑畑団員（記録） 

プロジェクト専門家：尾上専門家 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・PACGS 終了時評価調査の結果（中間報告）と今後のプロジェクトの進め方を簡潔に説明

し、その後、教育分野における AFD のプロジェクト概要について説明を聞き、適宜意見交

換を行った。 

・AFD は、マリ国の教育分野におけるドナー協調を主導しているため、PACGS の全国展開

に関し、他ドナーの活動を把握したうえでの意見を伺った。 

面談内容 ・これまでの調査においては、評価結果は極めて良好である。一方で、「機能するCGSのモ

ニタリング」に関する達成は難しい。そのため、プロジェクト期間を 6 カ月程度延長すること

を検討しており、これは教育省関係者からも強い要請がある。延長フェーズにおいては、

CGS連合の法制化や全国展開に係る世銀JSDF基金を確保することなどを想定している。

AFD は主要ドナーにおいて、主要ドナー及び教育省の協調と伺っている。それを踏まえ

てAFDの見解を伺うとともに、今後全国展開に向けて他ドナーとのコーディネーションを依

頼したい。（丹原） 

・現在有している情報が限られていることから、現時点でＪＩＣＡプロジェクトに対する評価に

関してコメントは難しいが、地方分権化に関しては、UNICEFやUSAID などが関係してくる

ものの、CGS を対象にしたプロジェクトは PACGS のみなので、全国展開を実施するに際

し、大きな問題はないものと考える。（Marion 氏） 

・マリ国の初等教育分野には、既にかなりの資金援助がなされていることから、AFD では、

技術教育、中等教育、女子教育に注力している。ハード面支援では、学校建設1を目的に

教育省に 800 万ユーロを支援しており、ソフト面支援では、児童の成績評価のためのツー

ルの開発、教員研修を受けていない教員を対象とした教授法ガイドなどを作成している。

（Marion 氏） 

・ドナー会合の開催頻度はいかが。（丹原） 

・毎月開催している。教育省と 15 のドナーが参加している。議論は、技術的な内容は少な

く、政治的色合いが強い。AFDがドナー協調の主導を担当するのは2011年 4月までなの

で、それまでに、技術支援のより良い協調のためのドナーマッピング作成を予定している。

教育省内でドナー間の活動が整理されていないので、来年 4 月までにこの作業はぜひ完

                                                        
1 モプチ州、セグー州、トゥンブクトゥ州、バマコ州における高等学校建設を実施。 
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成させたい。 

・2011 年 1 月に CGS モデルの全国展開のためのワークショップが開催されるので、それに

はぜひ AFDからもご参加頂きたい。（丹原） 
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2010 年 12 月 4 日 

議事録 

日 時 2010 年 12 月 4 日(土) 9：30 ‒ 11：00 

場 所 Nossombougou A 小学校 

面談者 

（敬称略） 

CGS メンバー12 名 

調査団：丹原団長、桑畑団員、THIAO 団員、甲田団員（記録） 

プロジェクト専門家：齋藤専門家、岩田専門家 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・プロジェクト 2 年目対象校 

・公立学校 

・生徒数計約 600 名（男子生徒約 400 名、女子生徒約 200 名） 

・CGS メンバーのうち約半数が女性 

・日本の無償資金協力による校舎及びトイレ建設も実施されている。 

プロジェク

ト活動によ

り生じた変

化 

【生徒】 

・女子就学者数の増加 

（2009 年度：男子 213 名、女子 195 名。2010 年度：男子 199 名、女子 200 名） 

CGS 委員

の任務 

・まったく大変ではない。 

・子どもの未来を保障するための重要な役割であり、誇りをもって実施している。 

教育環境

の向上の

ために必

要だと思う

こと 

・十分な教材・施設整備の確保（教科書・水道の補充、採光可能な屋根の改修など） 

・教員数の増加（現在、399 名の生徒に対し 7 名の教員で授業を実施） 

・学校の安全の確保（学校周辺の塀の建設など） 

・教育改善をテーマとした CGS 委員に対する研修の実施 

CGS 集会

への地域

住民の参

加率を向

上させる方

法 

・集会実施前に児童を通じて保護者に連絡したり、ラジオを利用して広く地域住民に呼び

かける。 

・集会は住民が参加しやすい土曜の午前中に実施する。 

CGS 活動

費の透明

性の確保 

・集金の目的及び活用結果をしっかり住民に説明する。 

過 去 と 比

較 し た 学

校の変化 

・昔の方が教室の質は低かったが、生徒の質は高かった。（教員1人当たりの生徒数が少な

かった） 

・昔の方が教師に対する尊敬の念を抱いていた。 



 －151－

2010 年 12 月 4 日 

議事録 

日 時 2010 年 12 月 4 日(土) 12：30 ‒ 14：00 

場 所 Sirakoro 小学校 

面談者 

（敬称略） 

Sirakoro CGS メンバー14 名 

調査団：丹原団長、桑畑団員、THIAO 団員、甲田団員（記録） 

プロジェクト専門家：齋藤専門家、岩田専門家 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・プロジェクト 2 年目対象校 

・全生徒数 271 名（男子生徒 155 名、女子生徒 116 名） 

・教師 3 名 

プロジェク

ト活動によ

り生じた変

化 

【学校】 

・中学校の入学試験のために夜間学校を開放し補習を実施している。CGSが集金したお金

を活用し、夜間の教室の電気代を支払っている。 

・以前は教育に無関心だった地域住民が教育に関心をもつようになり、ほぼすべての保護

者がきちんと子どもが学校に通っているか確認するようになった。 

・就学率（特に女子就学率）が向上した。 

【教師】 

・教師の無断欠席や遅刻が減り、休暇をとる場合は事前に校長の許可を得るようになった。

・CGS や地域住民の学校教育への関心が高まったため、教師が授業の事前準備を以前よ

りきちんと行うようになった。 

・授業の内容の理解度を確認するため毎月小テストを実施するようになった。保護者を学校

に招き、小テストの結果を伝えている。 

【保護者】 

・女子生徒をもつ保護者に対し、女子生徒が教育を受ける重要性を説いた結果（母親向け

の会合、寸劇などを実施）、現在では多くの保護者が女子生徒にも学校に行く機会を与え

ることを理解し、実行している。 

CGS 集会

への地域

住民の参

加率を向

上させる方

法 

・CGS 集会があることを学校で生徒に連絡し、生徒から両親に CGS 集会が開かれることを

伝えてもらう。 

・地域住民から集金した資金の活用結果を CGS 集会の場で伝えることにより、地域住民の

関心が高まり、高い参加率につながる。 

 

 

教育の重

要性 

・プロジェクトの研修を通して計画的に活動を実施するノウハウを学んだ。実際の仕事（農作

業）でもこのノウハウを生かしている。学ぶこと（教育を受けること）は、実生活の改善につな

がる。 
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2010 年 12 月 6 日 

議事録 

日 時 2010 年 12 月 6 日(月) 16：15 ‒ 16：45 

場 所 在マリ日本大使館 

面談者 

（敬称略） 

大島寛之一等書記官 

調査団：丹原団長、鈴木団員、桑畑団員、THIAO 団員、甲田団員（記録） 

プロジェクト専門家：尾上専門家 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・現地報告書に基づき、調査結果概要（プロジェクト目標達成度、上位目標達成度、評価 5

項目結果、提言）及び所感を報告。 

質疑応答

内容 

・所感で述べられている「インパクト評価」とは何を指すのか？（大島書記官） 

 →例えば、無作為に学校を抽出し、プロジェクトが関与している学校と関与していない学

校における違いを調査する。他国で実施している「みんなの学校」プロジェクトでもインパク

ト評価を導入している。（丹原） 

・本終了時評価調査を通じてプロジェクトの課題が整理された。残りのプロジェクト期間に

て、本終了時評価調査で言及された提言内容に基づき活動を実施していきたい。（尾上）

・本プロジェクト及びフェーズ 2の実施にあたり、外務省本省もその重要性・必要性を理解し

ている様子。（大島書記官） 
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2010 年 12 月 7 日 

議事録 

日 時 2010 年 12 月 7 日(火) 10：00 ‒ 11：00 

場 所 世界銀行 

面談者 

（敬称略） 

Mr. Pierre Joseph KAMANO 

調査団：丹原団長、鈴木団員、THIAO 団員、甲田団員（記録） 

プロジェクト専門家：尾上専門家、齋藤専門家 

議 題 内容（敬称略） 

概 要 ・終了時評価調査結果の要旨報告 

・JSDF 申請に関する今後の具体的プロセスの確認 

JSDF 申請

に 関 す る

今後の具

体的 プ ロ

セス 

・今後の申請プロセスは以下のとおり。（KAMANO氏） 

‐4 月末までにマリ国内で申請書の内容を詰め、世銀本部（ワシントン）に提出 

‐6 月末までに世銀本部（ワシントン）による審査結果の回答 

-6～7 月にかけて世銀と教育省間でのグラント契約の作成及び調印 

‐9 月末までに JSDF 資金の獲得、運用開始 

・前回の教育省とドナーとのJSDF申請内容共有会議にて指摘したとおり、CGSの法的位置

づけを明確に整理し、関係者に周知する必要があると考える。つまり、現状においては

CGS と APE（保護者会）が異なる法令で併存しており、関係者の混乱を招いていると考え

る。また、CGS というコミュニティを基盤とした組織に対して、政府による補助金の配賦など

公的な介入を法的に説明ができるよう関連法令、文書を整備しなければならない。

（KAMANO氏） 

・仏語圏アフリカでは、学校運営に携わる組織が複数存在しており、各組織がうまく連携し

ていない場合が多い。マリにおいても、CGSのほかにAPE(父母会)なども存在しているが、

1 つにまとめるべきではないかと考えている。（KAMANO氏） 

→現在実施しているプロジェクトにおいても、直接的に地域住民や CGS に対し予算を配

分しているのではなく、予算はＣＧＳが自ら確保しさまざまな活動を実施している。今後も、

教育省が直接的にＣＧＳの活動に対する予算の権限をもつのではなく、間接的に支援す

る体制とすべきである。（丹原） 

→まず、マリでは CGS に関しては 2004 年に省令が出され、各学校における CGS の設置

はこの省令に基づいている。その省令上で CGS 委員には APE（保護者会）やその他の市

民社会組織の代表もメンバーに含まれており、CGS は学校運営における中心的組織とし

て位置づけられている。プロジェクト介入地域では、CGS と APE間の役割や権限に関する

混乱やあつれきは全くみられず、両者の連携によってさまざまな活動が実施されている。

（尾上） 

・マリ国教育省によるローカル NGO との委託に際しては、十分な能力を有した NGO と委託

することが重要であり、調達に係る手続きは委託金額が 100 万ドル以下であればマリ国の
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規則に準拠し、100 万ドルを超える場合は国際的な規則（今回は世銀の規則）に準拠する

こととなる。調達にかかる期間については、教育省側がいかに周到に準備できるかにかか

っているといえる。 例えば、入札に際して教育省が委託先候補 NGO、5～6 団体のリスト

を提示しなければならないが、世銀の調査チームが各団体が一定の基準を満たしている

かどうかを審査しなければならない。もし、問題なく基準を満たしていれば調達に要する期

間は 4 週間程度で進むが、そうでない場合は更に時間を要する可能性がある。

（KAMANO氏） 
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